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令和７年第１回京丹波町議会定例会（第１号） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令 和 ７ 年 ３ 月 ３ 日 （ 月 ） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開 会 　 　 午 前 　 ９ 時 ０ ０ 分 

 

１　議事日程 

　　第　１　会議録署名議員の指名 

　　第　２　会期の決定 

　　　　　　　　　　　　　自　令和７年　３月　３日 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３日間 

　　　　　　　　　　　　　至　令和７年　３月２５日 

　　第　３　諸般の報告 

　　第　４　町長施政方針説明 

　　第　５　承認第　１号　専決処分の承認を求めることについて 

　　　　　　　　　　　　　令和６年度京丹波町一般会計補正予算（第６号） 

　　第　６　同意第　１号　京丹波町高原財産区管理委員の選任について 

　　第　７　諮問第　１号　人権擁護委員候補者の推薦について 

　　第　８　議案第　１号　京丹波町名誉町民条例の制定について 

　　第　９　議案第　２号　刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す 

　　　　　　　　　　　　　る条例の制定について 

　　第１０　議案第　３号　京丹波町情報公開条例等の一部を改正する条例の制定について 

　　第１１　議案第　４号　京丹波町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利 

　　　　　　　　　　　　　用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例及び京丹 

　　　　　　　　　　　　　波町税条例の一部を改正する条例の制定について 

　　第１２　議案第　５号　京丹波町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する 

　　　　　　　　　　　　　条例の制定について 

　　第１３　議案第　６号　京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例 

　　　　　　　　　　　　　の一部を改正する条例の制定について 

　　第１４　議案第　７号　京丹波町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定 

　　　　　　　　　　　　　について 

　　第１５　議案第　８号　京丹波町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一 
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　　　　　　　　　　　　　部を改正する条例の制定について 

　　第１６　議案第　９号　京丹波町職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例の制定に 

　　　　　　　　　　　　　ついて 

　　第１７　議案第１０号　京丹波町子ども・子育て審議会の設置に関する条例の一部を改正 

　　　　　　　　　　　　　する条例の制定について 

　　第１８　議案第１１号　京丹波町老人医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例の 

　　　　　　　　　　　　　制定について 

　　第１９　議案第１２号　京丹波町地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に 

　　　　　　　　　　　　　関する基準を定める条例及び京丹波町指定介護予防支援等の事業 

　　　　　　　　　　　　　の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため 

　　　　　　　　　　　　　の効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正す 

　　　　　　　　　　　　　る条例の制定について 

　　第２０　議案第１３号　京丹波町上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の 

　　　　　　　　　　　　　一部を改正する条例の制定について 

　　第２１　議案第１４号　京丹波町水道布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等に関す 

　　　　　　　　　　　　　る条例の一部を改正する条例の制定について 

　　第２２　議案第１５号　京丹波町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制 

　　　　　　　　　　　　　定について 

　　第２３　議案第１６号　京丹波町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の 

　　　　　　　　　　　　　一部を改正する条例の制定について 

　　第２４　議案第１７号　第３期京丹波町子ども・子育て支援事業計画の策定について 

　　第２５　議案第１８号　権利の放棄について 

　　第２６　議案第１９号　令和７年度京丹波町一般会計予算 

　　第２７　議案第２０号　令和７年度京丹波町国民健康保険事業特別会計予算 

　　第２８　議案第２１号　令和７年度京丹波町後期高齢者医療特別会計予算 

　　第２９　議案第２２号　令和７年度京丹波町介護保険事業特別会計予算 

　　第３０　議案第２３号　令和７年度京丹波町土地取得特別会計予算 

　　第３１　議案第２４号　令和７年度京丹波町育英資金給付事業特別会計予算 

　　第３２　議案第２５号　令和７年度京丹波町町営バス運行事業特別会計予算 

　　第３３　議案第２６号　令和７年度京丹波町須知財産区特別会計予算 

　　第３４　議案第２７号　令和７年度京丹波町高原財産区特別会計予算 



－３－

　　第３５　議案第２８号　令和７年度京丹波町桧山財産区特別会計予算 

　　第３６　議案第２９号　令和７年度京丹波町梅田財産区特別会計予算 

　　第３７　議案第３０号　令和７年度京丹波町三ノ宮財産区特別会計予算 

　　第３８　議案第３１号　令和７年度京丹波町質美財産区特別会計予算 

　　第３９　議案第３２号　令和７年度国保京丹波町病院事業会計予算 

　　第４０　議案第３３号　令和７年度京丹波町水道事業会計予算 

　　第４１　議案第３４号　令和７年度京丹波町下水道事業会計予算 

 

２　議会に付議した案件 

　　議事日程のとおり 

 

３　出席議員（１３名） 

　　　１番　　山　﨑　裕　二　君 

　　　２番　　山　﨑　眞　宏　君 

　　　３番　　畠　中　清　司　君 

　　　４番　　伊　藤　康　二　君 

　　　５番　　居　谷　知　範　君 

　　　６番　　西　山　芳　明　君 

　　　７番　　隅　山　卓　夫　君 

　　　８番　　谷　口　勝　已　君 

　　　９番　　山　田　　　均　君 

　　１０番　　東　　　まさ子　君 

　　１１番　　松　村　英　樹　君 

　　１２番　　森　田　幸　子　君 

　　１３番　　梅　原　好　範　君 

 

４　欠席議員（０名） 

 

５　説明のため、地方自治法第１２１条の規定により出席を求めた者（２５名） 

　　町 長　　　　　畠　中　源　一　君 

　　副 町 長　　　　　山　森　英　二　君 
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　　総 務 部 長　　　　　松　山　征　義　君 

　　健 康 福 祉 部 長　　　　　木　南　哲　也　君 

　　産 業 建 設 部 長　　　　　栗　林　英　治　君 

　　企 画 情 報 課 長　　　　　堀　　　友　輔　君 

　　総 務 課 長　　　　　田　中　晋　雄　君 

　　財 政 課 長　　　　　山　内　明　宏　君 

　　デジタル政策課長　　　　　田　畑　昭　彦　君 

　　税 務 課 長　　　　　小　山　　　潤　君 

　　住 民 課 長　　　　　大　西　義　弘　君 

　　福 祉 支 援 課 長　　　　　原　澤　　　洋　君 

　　健 康 推 進 課 長　　　　　西　野　菜保子　君 

　　子 育 て 支 援 課 長　　　　　保　田　利　和　君 

　　医 療 政 策 課 長　　　　　中　野　竜　二　君 

　　農 林 振 興 課 長　　　　　山　内　敏　史　君 

　　商 工 観 光 課 長　　　　　片　山　　　健　君 

　　上 下 水 道 課 長　　　　　村　田　弘　之　君 

　　会 計 管 理 者　　　　　谷　口　玲　子　君 

　　瑞 穂 支 所 長　　　　　豊　嶋　浩　史　君 

　　和 知 支 所 長　　　　　山　内　善　史　君 

　　教 育 長　　　　　松　本　和　久　君 

　　教 育 次 長　　　　　岡　本　明　美　君 

　　学 校 教 育 課 長　　　　　宇　野　浩　史　君 

　　社 会 教 育 課 長　　　　　西　山　直　人　君 

 

６　欠席執行部（１名） 

　　土 木 建 築 課 長　　　　　井　上　晴　之　君 

 

７　出席事務局職員（３名） 

　　議 会 事 務 局 長　　　　　　樹　山　敬　子 

　　書 記　　　　　　山　本　美　子 

　　書　　　　　記　　　　　　松　谷　洋　二 
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開会　午前　９時００分 

○議長（梅原好範君）　改めまして、皆さん、おはようございます。 

　　本日は、早朝から傍聴大変ご苦労さまです。 

　　本日の会議は、健康管理のため、出席者の入場前の検温、手指消毒を行うとともに、水筒

等での飲料の持込みを許可しております。 

　　ただいまの出席議員は１３名であります。 

　　定足数に達しておりますので、令和７年第１回京丹波町議会定例会を開会いたします。 

　　直ちに本日の会議を開きます。 

 

《日程第１、会議録署名議員の指名》 

○議長（梅原好範君）　日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。 

　　会議録署名議員は、会議規則第１２６条の規定により、１１番議員・松村英樹君、１２番

議員・森田幸子を指名します。 

　　なお、以上のご両君に差し支えのある場合は、次の議席の方にお願いいたします。 

 

《日程第２、会期の決定》 

○議長（梅原好範君）　日程第２、会期の決定の件を議題とします。 

　　お諮りします。 

　　本定例会の会期は、本日から３月２５日までの２３日間としたいと思います。 

　　これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（梅原好範君）　異議なしと認めます。 

　　本定例会の会期は、本日から３月２５日までの２３日間と決しました。 

　　会期中の予定については、事前に配付の会期日程表のとおりであります。 

 

《日程第３、諸般の報告》 

○議長（梅原好範君）　日程第３、諸般の報告を行います。 

　　井上土木建築課長から体調不良のため、本会議を欠席したい旨届出があり、受理しました

ので報告します。 

　　本定例会に町長から提出されております案件は、承認第１号ほか３６件です。 

　　後日、町長から追加議案の提出があります。 
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　　議案説明のため、畠中町長ほか関係者の出席を求めました。 

　　１２月２７日、議会運営委員会が開催されました。 

　　１月１７日、教育福祉常任委員会において、「重点支援地方交付金を活用した学校給食費

の支援を求める要望書」について協議され、２１日、町長及び教育長に要望書を提出いたし

ました。 

　　１月２４日、全員協議会が開催され、議会基本条例について協議されました。 

　　２月２０日、議会運営委員会が開催され、議会基本条例などについて協議されました。 

　　２月２５日に議会運営委員会が開催され、本定例会の運営等について協議されました。 

　　また、同日、全員協議会が開催され、議会運営委員会での協議、決定内容の報告等が行わ

れました。 

　　１月１４日、１６日、２０日、２１日、２８日、３１日、２月３日に議会広報広聴特別委

員会が開催され、議会だより発行に向けた会議が行われ、議会だより第８７号の発行をいた

だきました。 

　　２月２１日に開催されました京都府町村議会議長会第７５回定期総会において、不肖なが

ら私、本町議会議長を５年務めさせていただき、京都府町村議会議長会表彰を受けました。 

　　また、議員在職１５年として全国町村議会議長会表彰を受けました。 

　　申し上げるまでもなく、議員の皆様のご支援、ご協力、また、畠中町長をはじめ、職員の

皆様、関係各位、多くの皆様方にお支えいただきまして、この重責を果たせておりますこと、

厚く御礼を申し上げ、報告とさせていただきます。 

　　本定例会までに受理した陳情書等をお手元に配付しております。 

　　京丹波町監査委員より、例月出納検査結果報告がありましたので、お手元に配付しており

ます。 

　　京丹波町情報センターに対し、自主放送番組での本会議の放映を依頼しましたので、報告

いたします。 

　　本日、本会議終了後、議会広報広聴特別委員会が開催されますので、委員の皆様には大変

お世話になりますが、よろしくお願いいたします。 

　　以上で、諸般の報告を終わります。 

 

《日程第４、町長施政方針説明》 

○議長（梅原好範君）　日程第４、町長の施政方針の説明を求めます。 

　　畠中町長。 
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○町長（畠中源一君）　本日ここに、令和７年第１回京丹波町議会定例会をお願いいたしまし

たところ、議員各位におかれましては、公私何かとご多用の中、ご参集いただき誠にありが

とうございます。 

　　また、日頃、議員各位には、円滑な町政の推進にご支援、ご協力をいただいておりますこ

とに厚くお礼申し上げます。 

　　まず、本町の財政状況につきましては、実質公債費比率が令和５年度決算数値で１５．

８％となっており、前年度と比較すると改善しておりますが、令和７年度は、新庁舎整備等

の元金償還の開始等により公債費がピークとなり、その後、約２０年間は高い水準で償還が

続き、大変厳しい財政状況が見込まれることから、計画的な繰上償還と地方債の発行抑制に

より、この状況を回復させようと懸命に取り組んでおります。 

　　今後も、町税、地方交付税をはじめとした歳入状況は引き続き厳しいものになることが想

定され、歳出面においても人件費の増加や物価高騰等への対応に加え、少子高齢化対策、公

共施設等の老朽化対策などが求められており、さらなる財政負担が生じることが予想される

ため、安定した行財政基盤の確立を目指し、一層の健全化に向けた取組を進めてまいります。 

　　今後とも、議員各位におかれましては、何とぞご理解とご協力をよろしくお願いいたしま

す。 

　　一方、国が示す地方財政対策につきましては、社会保障関係費、人件費の増加や物価高が

見込まれる中、地方団体が様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供できるよ

う、地方交付税等の一般財源総額については、前年度に比べ１兆５３５億円の増加が見込ま

れているところであります。 

　　今後も、社会経済情勢の推移、税制改正の内容、物価高への対応など、緊急経費の取扱い

を含めた国の予算編成の動向等、十分注視していく必要があると考えております。 

　　こうした国や地方の情勢を背景としつつ、私は町民の皆様がいつも朗らかで、明るくぬく

もりのある、そんなまちづくりを目指して、「みんなで元気、希望、笑顔のあふれる京丹波

町に」を基本理念とした３つの柱を掲げて取り組んでまいりました。 

　　スタートアップとして取り組んだ令和４年度、より具体化して「見える化」した令和５年

度、そして令和６年度におきましては、その事業が「芽吹く」年として取組を推進してきた

ところです。 

　　いよいよ令和７年度は、様々な事業が結実するべく、そして、この４年間を黎明期と位置

づけるなら、今後の京丹波町の隆盛期に向かって、より健全な町政運営に邁進してまいりた

いと考えておりますので、その決意とともに、主な施策につきまして述べさせていただきま
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す。 

　　初めに、一つ目の柱、「健やかで幸せな食の町」についてであります。 

　　令和４年度に策定したウェルネスタウン構想「人生１００年。健幸のまちづくり～生涯を

通じて「こころ」と「からだ」を健幸に～」を基本方針として、生きがいと誇りを持ち、生

涯を通じて健やかで幸せに暮らすことができる「健幸」のまちづくりを推進していくことと

しており、私たちが長い人生を健幸に過ごすためには、乳幼児期から高齢期までの各世代に

おいて、健康で幸せに暮らせる環境づくりが重要となっております。 

　　「健幸」のまちづくりにおいて、京丹波町病院並びに各診療所は、町民の健康を守る「か

かりつけ病院」として、予防から治療までその一翼を担っております。 

　　しかし、現状は、恒常的な医師不足をはじめ、人口減少や少子高齢化における医療提供体

制、経営基盤の維持など、難しい課題に対応していかなければなりません。自治体病院の使

命は、「地域に必要な医療を公平・公正に提供し、町民の生命と健康を守り、地域の健全な

発展に貢献すること」であり、地域密着型の病院づくりを目指し、京都府や京都府立医科大

学附属病院など関係機関との連携を密にしながら円滑に進むよう努めてまいります。 

　　その上で、病気治療・予防医療・在宅医療など、これまでの取組のさらなる強化を図り、

専門的な治療が必要なときは基幹病院である京都中部総合医療センター等との連携を一層推

進し、「地域完結型医療」の提供に努め、町民の皆様の身近にある「私たちの町の私たちの

病院」となるよう、努力を続けてまいります。 

　　次に、健康で心豊かな生活を保障するための施策についてであります。 

　　健康づくり対策におきましては、誰もが心身ともに健やかで、生き生きと住み慣れた地域

で元気に暮らし続けることができ、健康寿命の延伸を図ることを目指した健康づくりを推進

してまいります。 

　　成人保健事業につきましては、今年度もがん検診と基本健診が同時に受けられる総合健診

費用を無料とし、疾病の早期発見、継続した保健指導を行うなど健康増進に努めてまいりま

す。 

　　また、町内企業との健康づくり事業では、働き世代の健康意識の向上を目的に、引き続き

企業訪問などを行い、さらなる事業拡大を図ってまいります。そのほか健康診査事業におき

ましては、がん治療により外見の変化を受けた方に、医療用ウィッグや乳房補正具等の購入

費用の一部を助成する「がん患者アピアランスケア支援助成」に取り組んでまいります。 

　　予防事業におきまして、新たに高齢者の定期接種に帯状疱疹ワクチン定期接種が追加とな

ったことから、対象者となる方へ個別案内をするなど、円滑な事業実施を行ってまいります。
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また、対象は２０歳未満の方になりますが、骨髄移植後等の予防接種再接種費用助成を行い、

経済的負担軽減を行ってまいります。 

　　京丹波町の最大の強みであり魅力の「食」を中心に置いた取組を進める「フードバレー構

想」につきましては、令和５年度に設置したフードバレー協議会において、事業者間の連携

が進み始めました。 

　　令和７年度においても引き続き補助事業等により後押しをすることで、さらに連携を生み

出し、新商品等の開発を進めていきたいと考えております。 

　　また、令和６年度に準備を進めてきた農業研修施設「フードバレー農場」につきましても、

令和７年度から稼働できる準備が整いました。ＩターンやＵターンの受皿としての期待も大

きいことから、安定した運営に向けた調整や規模拡大等も行いながら、着実な経営を行って

まいります。 

　　今後も、町民の皆様と一体となり、「食の町・京丹波」を全力で推進してまいります。 

　　農林業関係につきましては、有害鳥獣対策をはじめ、担い手の確保や育成、特産物の生産

振興、農業・農村整備、循環型農林業の推進などに取り組んでまいります。 

　　有害鳥獣対策では、野生鳥獣被害総合対策事業等を活用した被害防止策への支援やドロー

ンを活用した有害鳥獣対策の省力化、効率化を図ることにより、捕獲隊員の負担軽減、農作

物被害の減少などが図れる取組を進めてまいります。 

　　また、引き続き狩猟免許の取得支援を行い、狩猟者の確保と育成を図るほか、近隣市との

情報共有を行い、より効果的な被害防止対策を実施してまいります。 

　　担い手育成対策では、地域の中核的な担い手となる認定事業者や新規就農者をはじめ、集

落営農組織などが行う機械の導入や施設整備を支援するとともに、特に、限られた労働力で

効率的に経営を維持・拡大するための「スマート農業」を促進します。また、近年の高温な

どの異常気象が収量や品質に大きな影響を与えており、関係機関と連携し、対策の強化の取

組や情報発信、情報交換などの場が持てるよう相談会等も実施いたします。 

　　高齢化や人口減少が進展し、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念される中、

地域の皆様にご協力をいただきました地域計画を推進し、集落営農組織や認定農業者、地域

の核となる農業経営体、新規就農者の育成を図ります。また、農業委員会と連携し、農地利

用の最適化に取り組んでまいります。 

　　また、化学肥料原料の国際価格や穀物価格の上昇等による肥料や配合飼料価格への対策と

して、地方創生臨時交付金を活用した耕種農家及び畜産農家緊急支援交付金の支給を行いま

す。今後も引き続き、国や京都府と連携し対応してまいります。 
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　　生産振興対策では、消費者のニーズを踏まえた「売れる米づくり」を進めるとともに、主

要な特産物である「黒大豆」、「小豆」をはじめ、「ソバ」や「京野菜」の振興を図るほか、

加工米である「京の輝き」や耕畜連携により「ＷＣＳ用稲」の生産拡大を推進してまいりま

す。 

　　特に、本町の名産である「丹波くり」に対する実需者や消費者からの要望がある中、くり

樹の老朽化や生産者の高齢化、さらには、鳥獣被害で生産意欲は衰退しています。そうした

ことから、生産振興対策を拡充し、近年効果が高いと確認されております防蛾灯設置への支

援を行い、生産者の確保・育成及び販売力の強化に向けた取組を引き続き積極的に実施して

まいります。 

　　さらに、「京丹波栗」として認知されるよう、ブランド戦略を推進・強化し、付加価値を

上げる取組を進めるとともに、優れた栽培技術を次世代に継承するため、技術指導ができる

技術者の育成や京丹波プレミアム栗づくりの推進を行い、生産の拡大を図ってまいります。 

　　次に、商工業の振興につきましては、燃油・物価高騰等の影響により、事業者は依然とし

て厳しい状況下にあります。 

　　そのような中、国や京都府の支援制度を活用し、商工会と連携した小規模商工業者等の育

成や支援を行うほか、町独自施策として商工業者の経営安定に向けた支援を引き続き行い、

企業誘致や起業者の育成、地元企業の活性化を図ってまいります。また、「京丹波町産業ネ

ットワーク」を中心として、本町に関係する既存の企業との連携拡充を図り、協定締結など

も視野に入れた充実強化を図ります。 

　　さらに、町内でのスモールビジネスの創業を後押しする支援として、産官金連携による創

業支援をはじめ、「創業セミナー」の開催や「地域ビジネス創出補助金」の活用等により、

創業機運の醸成を図ることとし、また、雇用創出及び須知高校生と町内起業家が交流や体験

を行う「高校生キャリアアップ講座」や「インターンシップ」を開催するなど、地域への人

材定着につながる取組を推進してまいります。 

　　また、町内商業集積施設である「丹波マーケス」内に、公共施設の一部を移転することに

ついて調査・研究を進めることとしており、例えば、図書館機能や子育て支援機能などを集

積することで、町民の皆様の利便性を向上し、にぎわいを創出する取組になるよう検討を進

めてまいります。 

　　あわせて、人口減少が進み、活力の低下が懸念されることから、それに歯止めをかける対

策は急務であり、その一つの対策として移住希望者や移住者を寄り添い的に支援し、地域と

のネットワークづくり等を総合的に行う「移住定住相談窓口」を令和５年５月に開設しまし
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た。令和６年度には地域おこし協力隊を採用し、窓口体制を強化しています。令和７年度は、

さらに移住定住推進の取組の充実を図ってまいります。また、令和５年度に策定した「移住

者受入・活躍応援計画」に基づき、国や京都府の制度を活用しながら、本町の魅力を生かし

たまちづくりを進め、企業誘致と連携した移住・定住対策に取り組んでまいります。 

　　また、地域商社事業においては、通販サイトや農産物の流通事業の拡充、新商品の開発な

ど、さらなる地域資源のブランド化と販路拡大を目指して取り組み、「フードバレー京丹波

推進協議会」と連携して、農林商工業の活性化を図るとともに、地域人材の育成並びに雇用

創出につなげてまいります。 

　　さらに、ふるさと納税につきましても、地域商社事業の取組により返礼品のリニューアル

や、取扱事業者や品目を増やし、適時適切な広告宣伝を実施したことから、多くの寄附をい

ただき、本町の貴重な財源となっております。 

　　また、企業版ふるさと納税制度につきましても、財源の確保はもちろんのこと、企業との

絆づくりとしても大変大きな役割があることから、引き続きプロモーション活動を積極的に

展開することにより、新たなつながりを生んでいきたいと考えております。 

　　地域経済への貢献や関係人口の創出に取り組む「持続可能で豊かな地域創造事業」につき

ましても、企業様からの支援やつながりを生み出しながら、安定した運営が図れるよう、町

内外に向けてプロモーションを行い、訴求してまいりたいと考えております。 

　　観光振興でも、エネルギー価格や物価高騰により、依然として旅行業、宿泊業をはじめ、

地域の交通や飲食業、物品販売業など多くの産業に影響が生じています。そうした中、昨今

の観光動向として、地方のアウトドアや癒やしの提供などへの需要が高まっております。本

町の豊富な森林資源や里山資源を生かした、京丹波で「遊ぶ・学ぶ・癒やす」リトリートツ

ーリズム、また、教育プログラム実証事業を活用した体験型観光や、様々なきっかけで様々

な人材が京丹波町へ来訪したことを契機として関係人口となっていく「想いでつながるコミ

ュニティ事業」、観光資源を周遊できる魅力的なルート造成や町内飲食店情報サイト「京・

タン・イーツ」の運用などの様々な取組を進めてまいります。 

　　また、「食の町・京丹波」を代表するイベントである「京丹波マルシェ」は、町民の皆様

や京丹波町観光協会など関係機関と連携を図り、令和７年度は２日間にわたり開催する方向

で検討しており、誘致に成功した「全国モンブラン大会」も同日開催する予定としておりま

す。 

　　ロケ誘致事業では、令和６年のＮＨＫ大河ドラマの大規模撮影をはじめ、京丹波ロケスタ

ジオや、町内の自然環境と観光名所を生かしたロケが、本年１月末実績で映画、ドラマ、Ｃ



－１２－

Ｍなどを含め１１８本を超えるなど、映像を通じて町の魅力をＰＲできたものと考えており

ます。今後さらに、「映画のまち、映像文化のまち」として積極的な誘致活動を行い、映像

を発信することで本町の活性化とシビックプライドの醸成につなげてまいります。 

　　地方が見直されている今、さらに町内に観光客を呼び込むことができる取組を推進し、関

係人口、交流人口の増加を図り、移住・定住につながるよう、「京丹波町観光協会」や「森

の京都ＤＭＯ」など関係団体との連携を強化してまいります。 

　　また、道の駅「瑞穂の里・さらびき」につきましては、地域振興やスポーツ振興などを目

的とする複合施設である、グリーンランドみずほにおいて中核的な集客施設となっています

が、供用開始から約２５年が経過していることから、大規模リニューアルすることとして、

昨年には再整備に向けた基本設計及び実施設計を行ったところです。 

　　令和７年度は改修工事を予定しており、交通の要衝である我が町のランドマークとして一

新することで、地域の皆様と都市部からのお客様との交流拠点として、より一層農家や事業

所の販売力強化など事業効果を上げてまいりたいと考えております。 

　　二つ目の柱は、｢教育と子育ての町｣であります。 

　　本町の子どもたちが健やかに成長できるよう、「まちづくりは人づくり、人づくりはまち

づくり」を基本理念に、教育への積極的な投資を行い、「京丹波町の良さを生かした、京丹

波町ならではの教育の推進」に取り組んでまいります。 

　　学校教育におきましては、引き続き「学びを育む京丹波町メソッド」による豊かな学びの

創造と確かな学力の育成を図り、多様な子どもたち一人ひとりを大切にし、誰一人取り残す

ことのない学びの環境づくりを推進してまいります。 

　　さらに、地域の課題をテーマとした探求的な学びを推進し、課題解決のための学力と、自

らの良さに気づく非認知能力の育成を目指します。 

　　また、全小・中学校に設置されている学校運営協議会と協働し、本町の宝である子どもた

ちが安心して活動できる、地域とともに歩む学校づくりを推進するとともに、少子化に対応

し、保護者と地域の思いを踏まえた学校の在り方の検討を進めてまいります。 

　　また、放課後児童健全育成事業では、昨年度、放課後児童クラブのニーズの高まりにより、

一時期、入部の待機が発生いたしました。保護者の皆さんのニーズに応える上で課題となっ

ています支援員の安定的な確保、また、従来からの要望事項である預かり時間の延長や長期

休暇中の昼食提供などに応えられるよう、令和７年度から、運営実績のある民間事業者のノ

ウハウを活用し、放課後児童クラブの充実に努めてまいります。 

　　さらに、老朽化等が課題となっている瑞穂地区の「のびのび児童クラブ２組」においては、
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新たに、瑞穂小学校隣接地に整備を行い、利用環境の充実を図ってまいります。 

　　近年の気候変動の影響による危険な暑さを災害と捉え、中学校に続き、小学校体育館にお

いても、大風量スポットクーラーを導入し、学びを支える安心安全な教育環境の整備に努め

てまいります。 

　　また、災害時には多くの避難者の大規模避難所として、学校施設が役割を果たしている事

例を踏まえ、蒲生野中学校体育館に、冷暖房設備としてガスヒートポンプエアコンを整備い

たします。 

　　学校給食では、四季折々の自然豊かな地域で育まれた丹波くりなどの特産物やオーガニッ

ク野菜、特に、町内産の特別栽培米の活用など、「食の町・京丹波ならではの特色ある学校

給食」を通じて、安心安全な給食を提供し、子どもたちに地域の食文化への深い理解とふる

さとに対する愛着と誇りを育んでまいります。 

　　さらに、小・中学生の保護者に向けては、地方創生臨時交付金を活用し、学校給食費を通

じて教育費の負担軽減を図ってまいります。 

　　一方、京都府立須知高等学校の活性化につきましては、令和５年度に開催した「京丹波町

における須知高校のあり方懇話会」の意見を基本に、必要な支援等を継続していくことと併

せ、さらなる魅力化に取り組むことを目指し、京丹波町や須知高校、ＰＴＡ、同窓会等と勉

強会を立ち上げました。須知高校の特徴を磨き、輝かせることで、進学先として選ばれるよ

うに全力で取り組み、今後も進められる府立高校の改革にしっかりと対応してまいります。 

　　子どもたちの安心で快適な生活環境づくりとして、安心して医療が受けられるよう、出生

から１８歳までの医療費負担を無償とする医療費助成をはじめ、心身障害者やひとり親家庭

等に対する医療費助成、妊産婦健診事業、不妊治療助成金事業を継続してまいります。 

　　こども家庭センターでは、全ての妊産婦・子育て世帯・子どもへの切れ目のない一体的な

相談支援体制により、母子保健・児童福祉両機能の連携・協働を深め、多様な関係機関と連

携を図りながら個々の家庭に応じた支援を行ってまいります。 

　　母子保健事業における「妊婦のための支援給付・妊婦等包括相談支援事業」では、妊娠期

から切れ目のない支援を行うため、妊婦等の身体的ケア及び経済的支援を実施し、妊娠・出

産・育児に関し、支援の充実を図ってまいります。 

　　次に、社会教育におきましては、町民の皆様が、朗らかで笑顔の絶えることのない人のふ

れあいを肌で感じることを目指して、一人ひとりの人権が尊重され、生き生きと暮らせる社

会を築くため、地域のつながりや、自然、伝統文化など様々な力を活用しながら、生涯にわ

たる多様で自主的な学習活動を支援します。特に、「どこでも図書館」事業では、移動図書
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館車を含めたきめ細やかな図書サービスの提供と、読書環境のさらなる充実を図るとともに、

図書館中央館の商業施設への移転について検討を進めてまいります。「京丹波町民大学」に

おいては、町民の皆様の町に対する誇りの醸成を、さらに深化させる取組を推進してまいり

ます。 

　　また、文化財に関しては、新たなテーマによる地域学芸員養成講座の実施や、選定を進め

ております「八大山城」を中心とした現地ツアーや学校教材としての活用など、地域の人材

や文化財、伝統芸能は、大切な「地域の宝」であることの再認識を促し、保存と継承に加え、

これらの利活用に資する取組を進めるとともに、河岸段丘の文化的景観登録や国指定重要文

化財「方丈記」の世界記憶遺産登録に向けた調査・研究を進めてまいります。 

　　子育て支援では、令和７年度から令和１１年度までを計画期間とする「第３期京丹波町子

ども・子育て支援事業計画」に基づき、安心して仕事と子育てが両立できる環境整備や、全

ての子どもたちの健やかな成長の実現に向けて、切れ目のない支援に取り組んでまいります。 

　　また、「第１期こども計画」の策定に向けて、今年度実施しましたニーズ調査の結果を基

に、子どもの成長に対する支援施策に加え、教育、雇用、医療施策など幅広い施策の展開や

一層の充実が図れるよう、行政機関のみでなく、地域の「こどもに関する支援を行う民間団

体等」とも連携を図りながら計画策定に取り組んでまいります。 

　　町立認定こども園においては、さらなる教育・保育環境の充実を図ってまいります。特に

乳幼児期の教育保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な役割を担っているもので

あることを踏まえ、子どもの発達に応じた関わりをこども園と各家庭が協力し合い取り組ん

でまいります。 

　　あわせて、認定こども園における保護者の利便性向上や保育業務の負担軽減を図るため、

保育ＩＣＴシステムを導入するとともに、保育人材確保策として、認定こども園におけるイ

ンターンシップを実施し、より一層、保育の質の確保・向上に向けて取り組んでまいります。 

　　また、ゼロ歳から２歳児までの保育料第３子以降無償化、子育て世帯への住宅リフォーム

支援事業など、子育て世代の負担軽減や広域的な病児保育事業の利用推進に向け、取組を進

めてまいります。 

　　未就園児など在宅で子育てをされる親子への支援については、旧上豊田保育所を活用した

拠点型の子育て支援センターを核として、センター開放事業や一時保育事業実施し、交流の

場づくりを進めてまいります。 

　　三つ目の柱は、「人のふれあいを感じる町」であります。 

　　行政情報システム運用管理事業では、国が進める「自治体デジタル・トランスフォーメー
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ション推進計画」に基づくデジタル社会実現に向け、国が示す自治体情報システムの標準化

に向けて、ガバメントクラウドへシステム移行を行います。 

　　また、新たにデジタルデバイド対策事業を設け、デジタルデバイド対策としてスマホサポ

ーター養成講座を開設します。身近な人にスマホの基本的な使い方を教えることができる人

材の確保を図り、地域内共助でデジタルスキルアップできる仕組みの構築を目指します。 

　　令和６年におきましては、大規模災害の発生には至っておりませんが、局地的でごく短時

間に大雨をもたらす集中豪雨や、大雪によるインフラへの影響など、全国的にもこれまでの

予測では十分な災害対応が困難な事象も発生しているところです。 

　　このような自然災害にあっては、被害をゼロにする取組や未然防止などの防災対策や、被

災地において公助だけで対応していくことには難しい現実もあると感じており、災害が起き

るという前提の下、その被害を最小限に抑えていく減災への取組を必要であると考えてきた

ところであり、災害協定など民間事業者を含め、多くの関係者による支援体制を整えてきた

ところです。 

　　今後は、災害発生に対して速やかに、そして広大な面積を有する本町独特の局地的な災害

に対応するため、自主防災組織の強化と支援を拡充するなど、区長会、消防団、民生委員の

皆様とより一層連携して、地域防災力の充実に向けた情報発信と支援に努めてまいります。 

　　また、町民の皆様の安全・安心に関する取組として、京都府南丹警察署と連携を図る中で、

犯罪抑止効果を高めていくため、防犯カメラの設置推進も図ることとしております。 

　　さらに、消費生活につきましては、被害の未然防止に向けた相談窓口を引き続き設置する

とともに、地域住民や警察など関係機関と連携しながら自主放送番組や広報紙を活用した啓

発活動に継続的に取り組み、消費者の一層の安全・安心の確保に取り組んでまいります。 

　　ウェルネスタウン構想の「こころとからだの健幸」推進には、「人権尊重」が基本となり

ます。互いに人権を尊重し、人に優しい町、人と人とが認め合い、誰もが孤立することなく、

みんながお互いに一生懸命応援し、励まし合うことのできる朗らかで元気あふれる町を目指

し、合併２０周年を一つの契機として、人権条例（仮称）の制定に向けて取り組みますとと

もに、引き続き、教育委員会等関係機関とも連携を図り、人権教育・啓発事業を積極的に展

開してまいります。 

　　本町の交流事業につきましては、福島県双葉町、北海道下川町と友好町の交流をしており、

双葉町については、昨年８月に町内の中高生１６名が本町に訪れた双葉町の中学生９名をお

迎えし、「心の交流」を行うことができました。 

　　令和７年度は、本町の中高生が双葉町を訪問し、双葉町の震災からの復興の現状を知ると
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ともに、双葉町との文化的な交流を進めるなど、今後とも交流を続け、絆を深めてまいりま

す。 

　　また、下川町とは相互のイベント交流の継続をはじめ、子ども交流につきましては、オン

ライン等を活用した新たな形での交流の調整を行ってまいります。 

　　国際交流につきましては、コロナ禍で中断されておりましたオーストラリア・ホークスベ

リー市との交換留学が令和６年度から再開し、大変喜んでいるところです。昨今、外国人の

方が増えており、現在では約２６０人が本町で生活されております。このような中、災害時

等に「言葉の壁」により災害弱者になり得る外国人が、安全安心に避難できるよう、取るべ

き行動や事前の備えなどを伝える防災研修会や住民との交流を図る取組など京丹波町国際交

流協会との連携を密にして、一人として孤立させることのない、ふれあいの町をつくり上げ

るため、今後も、多文化共生社会の実現に向けた取組を推進してまいります。 

　　次に、高齢化とともに少子化に伴う人口減少が進行する中にあって、高齢者や障害のある

方が安心して暮らせる環境づくりは、最も重要な政策課題であります。家族の生活や社会が

変化する中、個人が抱える課題の複合化、複雑化が進んでいます。 

　　本町においては、地域福祉計画をはじめ、各種関連計画に基づき制度や分野ごとの関係を

超えて、人と人、また人と資源が、世代や分野を超えてつながることで、一人ひとりの暮ら

しと生きがい、地域を共につくっていく「地域共生社会」の実現を目指してまいります。 

　　さらに、令和５年度に設置した京丹波町成年後見支援センターを中心に、認知症などによ

り、判断能力は十分でなくなっても尊厳ある生活を継続できるよう、成年後見制度利用促進

と権利擁護支援の取組を推進してまいります。 

　　また、地域共生社会の実現において、制度を担う福祉人材の確保による確固とした基盤の

確立も重要です。深刻な福祉人材不足に対応するため、福祉人材確保対策事業や介護福祉士

育成就学資金貸付事業等を通じ、引き続き、町内の介護、福祉事業所の人材確保を支援して

まいります。 

　　高齢者福祉分野では、「高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画」に基づき、引き続

き介護保険事業等の健全かつ円滑な運営を図るとともに、高齢者の社会参加の取組や介護予

防事業等を積極的に推進し、高齢者が住み慣れた地域で心身ともに健康で安心して暮らし続

けることができる地域包括ケアシステムのさらなる充実に取り組んでまいります。 

　　また、障害者福祉分野におきましては、「第４期障害者基本計画」及び実施計画である

「第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画」に基づき、障害に対する理解の促進や障害

福祉サービスの充実等に努め、障害の有無にかかわらず、安心して自分らしく生き生きと暮
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らせる町を目指してまいります。 

　　交通対策では、長きにわたり沿線住民の生活を支えた「園福線」について、令和６年４月

から西日本ＪＲバスから有限会社中京交通と京都交通株式会社の２社により運行を継続して

いるところです。現在、園福線の利用者につきましては、当初計画を上回る利用があり、地

域の旅客運送サービスとして、順調に運行いただいているところであります。 

　　引き続き、国、京都府、沿線市町で支援を行いながら、公共交通の利用促進を図ってまい

ります。 

　　一方、京丹波町では高齢化により運転免許証の自主返納が進むなど、住民が必要とする

「公共交通」も変化してまいりました。 

　　このことから、令和５年度に京丹波町の地域公共交通のマスタープランとなる「京丹波町

地域公共交通計画」を策定し、令和６年度には和知地区において、民間事業者による「予約

型乗合タクシー」の実証運行を行いました。 

　　令和７年度からは本格運行を開始するに当たり、町営バスの運行体制も見直してまいりま

す。あわせて、他地区の予約型乗合タクシーの展開も図り、交通弱者の日常生活における移

動手段確保につなげ、持続可能な地域社会の構築を目指します。 

　　次に、農業・農村整備につきましては、地震・豪雨等の自然災害に備えるため、基幹的な

農業水利施設の老朽化対策を講ずるなど、農村地域の防災・減災に向けた整備を行うととも

に、一定規模のため池点検を実施します。 

　　森林・林業を取り巻く状況は、ウッドショックの影響により一時的に木材価格は高騰した

ものの素材価格は低迷状態であり、依然として厳しい状況となっております。林業経営の向

上や林業事業体の育成を図るとともに、森林の持つ多面的機能を良好にする地域活動等への

支援のほか、町内の人工林の３分の２が利用期を迎える中、森林施業の集約化や路網整備を

通じた施業の低コスト化を図るため、仏主区から細谷区を結ぶ「月ヒラ長老線」の林道開設

に取り組むなど、引き続き計画的な森林整備を進めてまいります。 

　　また、公有林整備事業により伐採、植林、保育に係る雇用を創出するとともに、民有林に

おける作業コストの低減につながるよう、伐採技術の向上と低コスト技術の習得や低密度植

栽及び早生樹の試験栽培や、ドローンなどＩＣＴを活用した低コスト再造林を実施いたしま

す。 

　　「森林経営管理制度」では、森林所有者に対して、適切な経営や管理を行わなければなら

ない責務があることを明確化した上で、適切な経営管理が行われていない森林を、意欲と能

力のある林業経営者や市町村に委ね、林業の成長産業化と森林の適切な管理の両立を図るこ
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ととされております。 

　　引き続き、森林所有者に対して、経営管理に関する意向調査や境界明確化の事業を実施し

てまいります。 

　　また、「第二次京丹波町総合計画」の将来像であります「自給自足的循環社会」の構築を

目指し、バイオマス産業都市構想の具現化に向けた取組を進めるため、町内に存在する豊富

な森林資源や良質堆肥などをフル活用し、地域資源と経済が循環する仕組みを構築すること

で、林業・農業・畜産業の活性化や雇用の創出を図ってまいります。 

　　政府において２０５０年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにするカーボンニュートラ

ルの方針が打ち出されております。本町における森林のＣＯ２吸収量をカーボンクレジット

として活用するため、令和５年度からカーボンクレジット創出調査研究事業を実施し、国で

のプロジェクト計画の認証を受けるべく事業を進め、令和７年度にはクレジットの販売を実

施してまいります。 

　　「京都府立林業大学校」との連携では、実習林の提供などの支援を行うほか、様々な面で

連携を強め、森林林業の発展と町の活性化を図ってまいります。今春には、１２期生１０人

が卒業される見込みであり、京都府内外の林業関係機関などへの就職が内定しているとお聞

きしております。 

　　卒業生の皆様のご活躍を心から期待するものであります。 

　　次に、環境対策であります。 

　　地域ぐるみで取り組んでいただいている環境美化活動や資源ごみ集団回収への支援のほか、

生ごみ堆肥化処理機器等購入助成金制度などにより、ごみの減量化や再資源の推進による快

適で安心安全な環境づくりに努めるとともに、あわせて２０５０年脱炭素社会を目指した地

球温暖化対策として推進してまいります。 

　　さらに、町内の河川水からＰＦＡＳが検出された問題につきましては、定期的な水質検査

により、状況を確認してまいります。 

　　また、農産物等の風評被害も発生しており、関係機関と連携の下、風評被害の防止に努め

てまいります。 

　　水道事業につきましては、水道ビジョンにおいて基本方針としております「持続・安全・

強靱」な水道事業を目指し、災害に強い水道施設とするべく耐震化や老朽化対策を図るとと

もに、安定した水質管理を行い、公営企業として持続可能な事業経営とするため、効率的な

経営体制の確立に取り組んでまいります。 

　　また、水道事業と同様に、住民生活に密着したサービスを提供する下水道事業においては、
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将来にわたり災害に強く安心して利用できるよう、点検や更新などの維持管理に力を入れる

とともに、令和６年度からの地方公営企業法の適用により、経営の健全化及び経営基盤の強

化をより一層図ってまいります。 

　　次に、道路等の整備につきましては、地域経済活動や住民生活を支えるだけでなく、地域

連携や交流圏の拡大など、地方創生を実現するために欠かすことのできない社会基盤であり

ます。 

　　このため、より安全で快適に移動できる道路交通ネットワークが形成できるよう、国・府

道と連携を図りながら住民生活に最も身近な町道の整備と適正な維持管理に努めます。特に、

本庁舎周辺の道路整備につきましては、通行の安全性と利便性を確保するため、早期全線完

成に向けて取り組んでまいります。 

　　国道につきましては、日常生活における移動・物流・災害等の緊急輸送等あらゆる面で重

要な役割を果たす幹線道路であります。 

　　昨年１０月、京丹波町と南丹市で「国道９号観音バイパス整備促進期成同盟会」を設立し

ました。私たちの悲願であります観音峠のバイパス化の実現に向けて、本年度から国会議員、

国土交通省、京都府などの関係各方面へ要望活動を進めてまいります。 

　　このほか事業中の国道９号の井尻・坂井地区付加車線整備及び水戸地区歩道拡幅整備、国

道２７号の中山・下山地区及び蒲生野地区歩道拡幅整備の早期完成に向けて協力し、事業推

進を図ってまいります。 

　　府道につきましては、隣接する市や国道に連絡する道路であり、国道と同様に多方面にわ

たって重要な役割を持っています。 

　　その中で、未改良区間につきましては、地元の促進同盟会、協議会の皆様とともに継続し

て要望活動を行ってまいります。また、橋梁につきましては、定期点検の結果を踏まえた長

寿命化計画に基づき、修繕等により老朽化対策に努めてまいります。 

　　河川につきましては、国、府県、市町等が協働し、上流域から下流域まで、流域全体を捉

える「流域治水」を推進するとともに、高屋川、須知川をはじめ災害が多発する河川につい

て、早期事業化に向けて関係機関との連携、調整を図ってまいります。 

　　町管理河川につきましては、災害の発生予防・拡大防止を目的として、必要な修繕を行っ

てまいります。 

　　畑川ダム周辺整備につきましては、地域住民の交流と地域振興の拠点づくりとして、ダム

湖畔と修景、特に「食の町・京丹波」を代表する「京丹波くり」を生かした農業交流空間を

整備します。そのため、本年度は基本計画等の策定に取り組みます。 
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　　第４３回全国都市緑化フェアｉｎ京都丹波が、令和８年秋に亀岡市・南丹市・京丹波町を

会場に開催されます。 

　　本年度は、開催年に向けて推進体制を整え、京都府立丹波自然運動公園、わち山野草の森

のフェア拠点整備、広報、ＰＲ活動を進めてまいります。 

　　あわせて、和知駅につきましては、交通系ＩＣカードの利用ができる改札の設置を引き続

き要望するとともに、緑化フェアを契機とした駅前周辺の活性化に向けて、地域の皆様と共

に検討を進め、しっかりと結果を残していきたいと考えております。 

　　町営住宅では、施設の長寿命化に向け、適正な維持管理を推進するとともに、蒲生野団地

の改修設計を実施します。 

　　また、一般住宅の改修では、現行の耐震基準に適合していない建築物の安全性を確保し、

住宅の耐久性を向上させることを目的に、耐震診断や耐震改修による木造住宅の耐震化対策

に重点的に取り組み、災害に強いまちづくりを推進します。 

　　自主財源であります地方税の確保につきましては、「公平・公正」の原則の下、納税者の

立場に立った適正な課税と徴収に努めるとともに、納税者の利便性を図りながら徴収率の向

上に努めてまいります。 

　　さらに、本町の特徴や魅力、資源を広く総合的にＰＲすることで外需を獲得することとし

て、一昨年「京丹波町タウンプロモーション方針」を発表し、昨年アクションプランを策定

しました。今後、アクションプランを実行し、京丹波産の「人・もの・こと」を発信する

「ｆｒｏｍ京丹波」プロジェクトの展開、京丹波ファンクラブ拡大のための「クラブ京丹波」

の運営など、官民連携プロモーションチーム「京丹波イノベーション・ラボ」を中心とした

議論をさらに深め、施策を推進することで市場競争下にある自治体間における「選ばれる自

治体」となるよう努めてまいりたいと考えております。 

　　また、令和７年は合併２０周年の年であります。昨年度より庁内プロジェクトチームを中

心に検討を重ね、京丹波町らしい記念イベントにしてまいりたいと考えております。１０月

１１日には２０周年を祝う記念式典を開催するとともに、京丹波イノベーション・ラボが中

心となって企画する記念イベントや、同日に「ウェルネスフェスタ」として健康をテーマと

した事業も開催する予定としております。 

　　さらに、２０周年の冠イベントを２０程度予定しており、町全体のにぎわいにつなげてま

いりたいと考えております。 

　　本年は、町政の仕上げの年であります。おかげをもちまして、今日まで町政はほぼ順調に

推移してまいりました。このことは、議員の皆様方の多大なご協力のたまものと衷心より感
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謝を申し上げます。 

　　令和７年度予算案では、これまで推進してまいりました施策をさらに充実したもの、将来

の展望を開いていくためには、どうしても必要と考える経費等を最大限盛り込んでおります。

財源は極めて厳しいものがありますが、総力を挙げて対応し、過去最大の規模となっており

ます。今後の町政は夢と希望を持って積極的に、また多面的に展開し、町のあるべき姿を整

えていき、安定した町政を実現して、「発展への第２ステージ」へと途切れることなく歩み

を進め、次代に引き継いでいく責任があります。 

　　そのためには、京丹波町役場として、大所高所から物事を見ること、その時代に沿ったア

イデアをデザインしてストーリー性を持って取り組むことや、「対話と信頼」をお互いに深

め、常に「礼節を重んじる」ことにしっかり取り組んでまいります。 

　　その上で、住民ニーズに組織全体が「一体感」を持って、その取組が連鎖的に周囲に伝わ

るような関係づくりが、本当に組織を強くしていくと考えておりますので、そのことを念頭

に、やさしさとぬくもりを感じていただける、そして品格ある役場づくりに一層努めてまい

ります。 

　　以上、様々に申し上げてまいりましたが、これらのまちづくり施策は、私一人で到底成し

得るものではございません。意思決定機関であります議会や、それぞれの地域においてまち

づくりを進めておられる皆様のご意見を伺いながら、公約の実現に向け、町民の皆様、職員

と取り組んでまいる決意であります。 

　　議員各位並びに町民の皆様には今後の町政運営に格段のご理解、ご協力を賜りますよう心

からお願い申し上げます。 

　　以上、令和７年度の施政方針といたします。 

○議長（梅原好範君）　以上で、町長の施政方針の説明を終わります。 

 

《日程第５、承認第１号　専決処分の承認を求めることについて　令和６年度京丹波町一般会

計補正予算（第６号）～日程第４１、議案第３４号　令和７年度京丹波町下水道事業会計予

算》 

○議長（梅原好範君）　お諮りします。 

　　ただいまから上程になります、日程第５、承認第１号　専決処分の承認を求めることにつ

いて　令和６年度京丹波町一般会計補正予算（第６号）から、日程第４１、議案第３４号　

令和７年度京丹波町下水道事業会計予算までの議案につきましては、本日は、提案理由の説

明のみとし、質疑、討論、採決は、後日の日程としたいと思いますが、これにご異議ござい
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ませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（梅原好範君）　異議なしと認めます。 

　　これより、日程第５、承認第１号　専決処分の承認を求めることについて　令和６年度京

丹波町一般会計補正予算（第６号）から、日程第４１、議案第３４号　令和７年度京丹波町

下水道事業会計予算までを一括議題とします。 

　　町長の提案理由の説明を求めます。 

　　畠中町長。 

○町長（畠中源一君）　それでは、本日提案させていただきます議案につきまして、その概要

を説明させていただきます。 

　　承認第１号　専決処分の承認を求めることにつきましては、令和６年度一般会計補正予算

（第６号）を専決処分いたしましたので、議会の承認をお願いしております。 

　　令和６年度京丹波町一般会計補正予算（第６号）につきまして、補正前の額１２４億６０

０万６，０００円に６，８３３万１，０００円を追加し、補正後の額を１２４億７，４３３

万７，０００円とさせていただいたものであります。 

　　国において、令和６年１２月１７日に、「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合

経済対策」の裏づけとなる令和６年度補正予算が成立いたしました。この経済対策に掲げる

物価高の克服の事項についての対応として、低所得者世帯への給付金の支援を行うとともに、

物価高騰の影響を受けた生活者や事業者を引き続き支援するために「重点支援地方交付金」

を追加する旨が盛り込まれたところであります。 

　　中でも、低所得者世帯への給付については、令和７年以降可能な限り速やかに支給を行う

ことを目指すとされており、各自治体に迅速な対応が求められております。 

　　本町におきましても、早期に対応を図るため、支給に必要な期間の確保を含め、専決処分

による対応とさせていただいたところであります。 

　　何とぞご承認くださいますようお願い申し上げます。 

　　次に、同意第１号　京丹波町高原財産区管理委員の選任につきましては、管理委員として

お世話になっております山田正雄委員が転出されたことに伴い、京丹波町財産区管理会条例

の規定により、新たに西山祐宣氏を選任することについて、議会の同意をお願いしておりま

す。 

　　西山氏は、豊富なご経験により、地元区の活動におきましても多方面にわたりご活躍され

ており、また、行政経験も豊富で見識があり、財産区管理委員として適任であります。 
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　　ご同意賜りますようお願い申し上げます。 

　　次に、諮問第１号　人権擁護委員候補者の推薦につきましては、森裕美子委員の任期が、

令和７年６月末をもって満了となります。 

　　森委員は、４期１２年という長きにわたり活躍いただいておりますが、今回を区切りとし

て退任のご意向であります。後任に、片山芳子氏を推薦することについて、議会の意見を伺

うものであります。 

　　片山氏は、豊富な経験を生かし、人権啓発や人権相談など積極的に活動いただけると思っ

ております。 

　　ご同意賜りますようお願い申し上げます。 

　　次に、議案第１号　京丹波町名誉町民条例の制定につきましては、広く社会の進歩発展に

貢献され、町民の尊敬とされる方に対して、その栄誉を顕彰するため、条例を制定するもの

です。 

　　議案第２号　刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制

定につきましては、法改正に伴い刑の種類が改められることから、関係条例の改正を行うも

のです。 

　　議案第３号　京丹波町情報公開条例等の一部を改正する条例の制定につきましては、制度

の運用において実態に即した対応とすることにより、制度の充実に資するため、関連する条

例を含めて所要の改正を行うものです。 

　　議案第４号　京丹波町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用に関する条例及び京丹波町税条例の一部を改正する条例の制

定につきましては、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律の一部改正に伴い、関係する条例の改正を行うものです。 

　　議案第５号　京丹波町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制定

につきましては、法改正に準じて、育児、介護と仕事の両立支援に関し、所要の改正を行う

ものです。 

　　議案第６号　京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改

正する条例の制定につきましては、令和６年の人事院勧告に基づき、地域手当を創設するこ

とや、法改正に準じて旅費に関する規定を改正するものです。 

　　議案第７号　京丹波町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定につきまし

ては、令和６年の人事院勧告に基づく地域手当を創設するなど、諸手当の改正を行うもので

す。 
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　　議案第８号　京丹波町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例の制定につきましては、一般職に準じて、フルタイム会計年度任用職員の地域手当を

創設するものです。 

　　議案第９号　京丹波町職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例の制定につきまして

は、法改正に準じて旅費に関する規定を改正するものです。 

　　議案第１０号　京丹波町子ども・子育て審議会の設置に関する条例の一部を改正する条例

の制定につきましては、法改正に基づく条項整理及びこども基本法に基づく審議会所掌事務

について、所要の改正を行うものです。 

　　議案第１１号　京丹波町老人医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

きましては、所得税法の一部を改正する法律の施行に伴う定額減税の取扱いに関して、所要

の改正を行うものです。 

　　議案第１２号　京丹波町地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に関する基

準を定める条例及び京丹波町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例の制定につきましては、介護保険法施行規則及び厚生労働省令の改正に伴い、関係

条例の改正を行うものです。 

　　議案第１３号　京丹波町上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改

正する条例の制定につきましては、京丹波町職員の管理職手当に関する条例の改正により、

上下水道課職員の関係規定を改正するものです。 

　　議案第１４号　京丹波町水道布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等に関する条例の

一部を改正する条例の制定につきましては、上位法の改正に基づく工事監督者等の要件緩和

及び所管省庁の移管に伴う所要の改正を行うものです。 

　　議案第１５号　京丹波町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定につき

ましては、非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正に伴い、所要の

改正を行うものです。 

　　議案第１６号　京丹波町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改

正する条例の制定につきましては、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行

令の一部改正に伴い、所要の改正を行うものです。 

　　次に、議案第１７号　第３期京丹波町子ども・子育て支援事業計画の策定につきましては、

子ども・子育て支援法の基本指針に則して、市町村計画を作成することに関して、京丹波町

議会基本条例に基づき提案させていただくものです。 
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　　続きまして、議案第１８号　権利の放棄につきましては、瑞穂農林株式会社に対する出資

金等の権利放棄に関して、地方自治法に基づき議会の議決をお願いするものです。 

　　次に、議案第１９号　令和７年度京丹波町一般会計予算から議案第３４号　令和７年度京

丹波町下水道事業会計予算につきまして、一括してご説明申し上げます。 

　　一般会計予算の総額は、１３２億２，０００万円となり、前年度当初予算に比べプラス１

７．７％、１９億８，７００万円の増額となりました。公営企業会計を含む特別会計全体で

は、９６億３，５６９万９，０００円となり、前年度当初予算に比べてプラス１．４％、１

億３，３９４万６，０００円の増額となりました。 

　　全会計の総額は、２２８億５，５６９万９，０００円となり、前年度当初予算に比べプラ

ス１０．２％、２１億２，０９４万６，０００円の増額となりました。 

　　それでは、一般会計の歳出から特徴的なものについてご説明いたします。 

　　総務費では、一般管理費のふるさと応援寄附金事業に６億７５３万円を計上し、本町の豊

かな食のＰＲと地域振興を図るため、返礼品と地場産品や事業者の掘り起こしを行い、さら

なる寄附金の増額を目指します。 

　　諸費のグリーンランドみずほ管理運営事業には７億１０９万円を計上し、建設以来２５年

余りが経過し老朽化する、道の駅「瑞穂の里・さらびき」のリニューアル工事を実施するこ

とで、さらなる誘客と地元農家や事業者の販売促進につなげることといたします。さらに、

指定管理者による施設の維持管理を行うとともに、令和６年度に実施した民間活力導入可能

性調査結果を踏まえて、新たな経営手法を模索するなど、持続可能な地域振興拠点施設とし

て運営を行ってまいります。 

　　次に、民生費では、こども家庭センターにおいて、ケース記録や進行管理台帳の電子化に

より、要保護児童等について、情報共有、事実確認、情報収集等を迅速かつ適切に行うため

「こどもまんなか応援システム」を導入し、支援体制の充実並びに関係機関との一層の連携

強化を図ってまいります。その経費としまして、１，１９２万円を計上しております。 

　　また、町内３つの幼保連携型認定こども園に係るこども園費では、保護者の利便性向上と

保育業務の負担軽減を図るため、保育ＩＣＴシステムを導入するなど、運営経費や施設管理

等に総額４億８，８６１万円を計上し、子どもたちの健やかな成長と保護者の就労を支援す

るとともに、教育・保育環境の質の向上を図ることとしております。 

　　次に、衛生費では、疾病の早期発見のための特定健康診査等事業に１，２２０万円を、後

期高齢者健康診査事業に９８０万円を、新たに「がん患者アピアランスケア支援助成」を追

加した胃がん、大腸がん、乳がん検診など、その他健康診査事業に３，９７９万円をそれぞ
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れ計上しております。 

　　また、予防接種事業に４，７０３万円を計上し、予防接種による感染症予防に努めてまい

ります。定期予防接種においては、高齢者を対象に帯状疱疹ワクチン接種が新たに加わり、

新型コロナワクチン及び高齢者インフルエンザワクチンについても、引き続き重症化予防を

目的に、希望者に接種の機会を設けてまいります。また、骨髄移植後等の予防接種再接種費

用助成にも取り組んでまいります。 

　　さらに、子宮頸がん予防接種について、キャッチアップ接種が１年間延長となりましたの

で、対象者に勧奨を行ってまいります。 

　　次に、農林水産業費では、集落営農組織等への農業機械導入補助をはじめとする農業振興

事業に２，５３５万円、認定農業者や新規就農を支援する経営体確保・育成事業に１，９９

９万円を計上しております。 

　　また、丹波くり振興事業に２，１３１万円を計上し、本町の名産である「丹波くり」に対

する要望がある中、生産振興対策の拡充と生産者確保・育成及び販売力の強化を図ってまい

ります。 

　　次に、商工費では、町内商業集積施設内に公共施設の一部を移転し、図書館機能や子育て

支援機能などの町民の利便性を向上し、にぎわいを創出するための調査・研究を進めるため、

「みんなのまち拠点プロジェクト事業」を新設し、９４５万円を計上しております。 

　　観光費では、観光施設管理運営事業において、わち山野草の森が令和８年度に開催される

全国都市緑化フェアｉｎ京都丹波の会場になっていることから、トイレ及び案内モニュメン

トの改修費用として２，６００万円を計上しております。 

　　次に、土木費の道路新設改良費では、継続事業である蒲生野中央線、安井南谷線、井壁谷

線などの道路改良に５路線、排水路（調整池）など治水対策に３か所、その他橋梁や舗装の

補修・点検による長寿命化対策に総額３億７，７６３万円を計上し、事業に取り組んでまい

ります。 

　　水資源対策費の畑川ダム周辺整備事業には、整備に向けた基本計画等策定業務などに１，

８４３万円を計上しております。 

　　次に、消防費では、京都中部広域消防組合負担金に２億９，４４１万円、防火水槽設置事

業に２，０８８万円を計上しております。 

　　次に、教育費では、事務局費の放課後児童健全育成事業には、安定的な運営体制の確保を

図るとともに、利用者の多様な要望に対応するため、放課後児童クラブ運営業務委託料に４，

１４０万円を、老朽化等が課題となっている瑞穂地区の「のびのび児童クラブ２組」におい
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ては、新たに施設を整備することとし、工事請負費に７，１７２万円を計上しております。

小学校費では、猛暑対策として小学校体育館への移動式空調機器の導入などに１，３９２万

円を計上し、「学びを支える安心安全な教育環境づくり」を推進してまいります。 

　　さらに、近年の災害発生時における学校が果たしてきた役割を踏まえ、丹波地区の大規模

避難所である蒲生野中学校体育館を防災拠点とするための空調設備に係る工事請負費として

７，５３９万円を計上し、本町における大規模災害への対策強化を進めてまいります。 

　　また、歳入では、町税につきまして、令和６年度の賦課資料及び決算見込み等を基に過大

見積りにならないよう算定を行い、総額で１６億６，６３０万円を見込んでいるところであ

ります。 

　　普通交付税につきましては、国が示します地方財政計画等を基に推計を行い、令和６年度

と比べ１億円増額の４５億円を見込んだところであります。 

　　ふるさと応援寄附金につきましては、ふるさと産品や受付窓口の充実、さらに適時適切な

広告宣伝により４億円を見込んでおります。 

　　今後とも、さらなる寄附金の増額による財源確保に努めてまいります。 

　　以上、一般会計予算の説明とさせていただきまして、引き続き特別会計につきましてご説

明申し上げます。 

　　国民健康保険事業特別会計につきましては、１８億３，４５０万円を計上しております。 

　　歳入では、団塊の世代の後期高齢者医療制度への移行による被保険者の減少に伴い、国民

健康保険税は令和６年度と比べ大幅な減少を見込んでおります。歳出では、国民健康保険事

業費納付金が増加しております。その結果、多額の財源不足が生じ、その対応として税率改

定の検討も必要な状況となってきましたが、被保険者等の税負担を考慮して税率は据え置き、

財政調整基金を活用して予算を編成したところであります。 

　　このような中で、引き続き、第３期データヘルス計画に基づく保健事業の推進により、健

康寿命の延伸と医療費の適正化を図るとともに、収納率向上による給付と負担の公平性の確

保を図り、安定した事業運営に努めます。 

　　後期高齢者医療特別会計につきましては、３億２，３４７万６，０００円を計上しており

ます。 

　　本会計は、京都府後期高齢者医療広域連合の算定に基づく保険料を徴収し、広域連合に納

付する収支となっています。令和７年度においても、高齢者の疾病予防や重症化予防の取組

を推進し、健康寿命の延伸と医療費の適正化を図ってまいります。 

　　介護保険事業特別会計事業勘定では、２１億２７２万２，０００円を計上しております。 
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　　令和６年度から令和８年度までを計画期間とする「第９期介護保険事業計画」を基本に、

直近のサービス利用状況を踏まえ、予算計上しております。高齢者の皆様が介護が必要な状

態になっても、住み慣れた地域での暮らしが営めるよう事業の円滑な推進と健全運営に努め

るとともに、令和７年度は、「第１０期介護保険事業計画等」の策定に向けた取組も進めて

まいります。また、地域包括支援センターを中心に、介護予防の取組を推進し、関係機関と

連携を図り、地域の資源も活用しながら、多様なサービスの提供に努めてまいります。 

　　サービスを事業勘定では、３４５万円を計上しております。要支援者等への介護予防支援

計画の作成を主なものとして、事業を推進してまいります。 

　　老人保健施設サービス勘定につきましては、１億６，１７０万７，０００円を計上し、施

設の運営、入所サービス等の提供を行い、在宅復帰や在宅療養の支援など包括的なケアに取

り組んでまいります。 

　　町営バス運行事業特別会計につきましては、１億７，３６８万１，０００円を計上してお

ります。 

　　令和７年度は、４５人乗りの中型バス１台の車両更新を予定しております。住民の皆様の

日常生活を支える通学バス及び地域公共交通として、安全運行に努めるとともに、引き続き

利便性の向上を図ってまいります。 

　　国保京丹波町病院事業会計につきましては、３条予算の収益的収入及び支出に１１億４６

７万円を計上しております。 

　　また、４条予算の資本的収入に２億１，６６２万２，０００円を、資本的支出に２億６，

９８８万５，０００円を計上しております。 

　　これらの資本的収入において不足する額５，３２６万３，０００円は、過年度分損益勘定

留保資金で補塡してまいります。 

　　厳しい経営環境は変わりませんが、自治体病院として使命をしっかりと果たすため、関係

機関との連携や地域包括ケア病床の有効活用など、地域包括ケアシステムの推進に努めなが

ら、経営の健全化を図り、地域医療に取り組んでまいります。 

　　水道事業会計につきましては、３条予算の収益的収入において、水道料金や一般会計から

の補助金等により１０億７，４５３万２，０００円を、収益的支出では、人件費ほか各種施

設の維持管理経費や減価償却費、企業債利息償還金など１０億７，２２１万３，０００円を

それぞれ計上しております。 

　　また、４条予算の資本的収入では、水道事業債の発行や一般会計からの補助金及び出資金

など７億７，９７８万５，０００円を、資本的支出では、建設改良業務に係る人件費のほか、
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中央監視システムや管路の更新に係る建設改良費、また、畑川ダム負担金や企業債元金償還

金など総額１０億１，４４２万円を計上しております。 

　　なお、資本的収支において不足する額、２億３，４６３万５，０００円につきましては、

損益勘定留保資金等で補塡することとし、水道施設の適正な維持管理による、安全で安心な

水道水の安定供給に努めてまいります。 

　　下水道事業会計につきましては、３条予算の収益的収入において、下水道使用料や一般会

計からの補助金等により８億４，７５１万１，０００円を、収益的支出では人件費ほか各種

施設の維持管理経費や減価償却費、企業債利息償還金など９億５，１９７万７，０００円を

それぞれ計上しております。 

　　また、４条予算の資本的収入では、下水道事業債の発行や一般会計からの出資金など４億

５，７８２万８，０００円を、資本的支出では、建設改良業務に係る人件費のほか設備更新

に係る建設改良費、また、企業債元金償還金など総額５億８，４７２万４，０００円をそれ

ぞれ計上しております。 

　　なお、資本的収支において不足する額、１億２，６８９万６，０００円につきましては、

損益勘定留保資金等で補塡することとし、安定したサービスを持続的に提供するため、予防

的な維持管理や処理場の機能強化を実施するなど、適切な施設管理に努めてまいります。 

　　このほか、土地取得特別会計につきましては、基金利子等の積立て１万１，０００円を計

上したものであり、育英資金給付事業特別会計につきましては、育英資金の目的に沿う適正

な給付に留意し、１，０８９万円を計上しております。 

　　須知、高原、桧山、梅田、三ノ宮、質美の各財産区特別会計につきましては、財産の管理

及び住民団体への助成を中心として編成したものであります。 

　　以上、提案理由の説明とさせていただきます。何とぞ慎重にご審議賜りまして、原案にご

賛同いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

　　なお、令和６年度の補正予算につきましては、後日追加提案させていただきますので、ご

理解賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（梅原好範君）　説明の途中ですが、これより暫時休憩に入ります。再開は１０時４０

分とします。 

休憩　午前１０時２３分 

再開　午前１０時４０分 

○議長（梅原好範君）　休憩前に引き続き会議を再開します。 

　　補足説明を担当課長から求めます。 
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　　説明は、日程順にお願いいたします。 

　　山内財政課長。 

○財政課長（山内明宏君）　承認第１号　令和６年度京丹波町一般会計補正予算（第６号）に

係ります専決処分の承認を求めることにつきまして、補足説明を申し上げます。 

　　初めに、事項別明細書７ページ以降の歳出からお願いをいたします。 

　　３款、民生費、１項、社会福祉費、１目、社会福祉総務費の物価高騰支援給付金支給事業

に６，８３３万１，０００円の計上をお願いするものであります。 

　　今回、承認をお願いしております補正予算（第６号）につきましては、国において、物価

高騰に最も切実に苦しんでいる低所得者には引き続き給付金の支援をするため、重点支援地

方交付金の低所得世帯支援枠が追加的に拡大されたことを受けたものであります。住民税非

課税世帯への給付とこども加算給付につきましては、迅速に早期開始を目指すとされている

ことから、本町におきましても早期に支給を開始し、生活者支援を行う必要があるため、１

月３１日を専決日とし、これら支給を行うため必要な経費について計上を行ったものであり

ます。 

　　今回の給付につきましては、住民税非課税世帯に対し１世帯当たり３万円を給付するとと

もに、当該支給対象者の世帯員である１８歳以下の子ども１人当たり２万円を給付するもの

であります。 

　　住民税非課税世帯への給付では支給方法を現金支給として、支給対象世帯につきましては

２，１４０世帯を見込んでおります。また、こども加算につきましては、支給対象者数を１

４５人と見込んでおります。 

　　歳出の内容といたしまして、１８節、負担金、補助及び交付金の物価高騰支援給付金に６，

４２０万円を、物価高騰支援給付金（こども加算）に２９０万円をそれぞれ計上しておりま

す。 

　　あわせて、業務に必要な事務経費として、１０節、需用費に２６万２，０００円及び１１

節、役務費に７３万８，０００円を計上するとともに、１８節、負担金、補助及び交付金の

システム改修負担金に２３万１，０００円を計上しております。 

　　次に、５ページから６ページまでの歳入をお願いいたします。 

　　本事業に係る財源につきましては、１６款、国庫支出金、２項、国庫補助金、１目、総務

費国庫補助金の地方創生臨時交付金に６，８３３万１，０００円を計上しております。 

　　以上、承認第１号　令和６年度京丹波町一般会計補正予算（第６号）の補足説明といたし

ます。 
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　　ご承認賜りますようよろしくお願いをいたします。 

○議長（梅原好範君）　田中総務課長。 

○総務課長（田中晋雄君）　それでは、同意第１号　京丹波町高原財産区管理委員の選任につ

きまして、補足説明を申し上げます。 

　　町長の提案説明のとおり、山田委員におかれましては、昨年９月３０日をもって転出され、

令和７年１月３１日に委員の選任要件であります被選挙権が喪失となられました。 

　　今回、選任いただきます西山氏は、町内にお住まいで、地元の区長、生産森林組合長を歴

任されております。 

　　なお、西山氏の任期につきましては、地方自治法の規定により、令和９年５月２５日まで

の残任期間をお世話になるものでございます。 

　　また、西山氏の経歴等につきましては、別紙資料のとおりでございますので、ご確認をお

願いいたします。 

　　以上、誠に簡単ですが、同意第１号の補足説明とさせていただきます。 

　　ご同意賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（梅原好範君）　大西住民課長。 

○住民課長（大西義弘君）　それでは、諮問第１号　人権擁護委員候補者の推薦について、補

足説明を申し上げます。 

　　人権擁護委員は、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、市町村長がその候補者に

ついて議会の意見を聞いて推薦し、法務大臣が委嘱することとなっております。 

　　任期は３年であります。 

　　京丹波町では、現在１１人の人権擁護委員さんに活躍いただいております。 

　　諮問の内容は、町長からの提案理由説明のとおりであります。 

　　また、略歴等は資料に記載しておりますので、後ほどご確認をお願いをいたします。 

　　以上、誠に簡単ではございますが、諮問第１号の補足説明とさせていただきます。よろし

くお願いを申し上げます。 

○議長（梅原好範君）　田中総務課長。 

○総務課長（田中晋雄君）　次に、議案第１号　京丹波町名誉町民条例の制定について、補足

説明を申し上げます。 

　　町長の提案説明にもあったところでございますが、昨今、京丹波町にゆかりのある方々が

様々な分野でご活躍をいただいている状況を踏まえまして、町民の方から尊敬を受ける栄誉

に対しまして、名誉町民として顕彰するために条例を制定するものです。 
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　　議案書裏面をご確認ください。 

　　この条例では、京丹波町表彰条例に規定する善行や功績表彰とは区分するもので、この条

例第２条で規定する称号の授与につきましては、議会の同意をいただきながら、全町民の下

で栄誉をたたえていけるように考えております。 

　　施行日は、令和７年４月１日としておりますが、現時点で対象者を特定するものではなく、

該当となる事項があった際に速やかに対応していくため、今定例会で提案させていただくこ

ととしております。 

　　以上で、議案第１号の補足説明とさせていただきます。 

　　続きまして、議案第２号　刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関

する条例の制定についてでございますが、刑法の一部改正法が令和７年６月１日から施行さ

れることに伴いまして、関係条例の整理を行うものでございます。 

　　主な改正内容として、法改正により刑の種類であります懲役、禁錮の文言が廃止され、新

たに拘禁刑として整理されることから、関係条例も同様に文言改正するものでございます。 

　　議案書をめくっていただきまして、裏面をご確認ください。 

　　関係いたします条例は、第１条の京丹波町表彰条例から、第９条、京丹波町非常勤消防団

員に係る退職報償金の支給に関する条例までとなります。いずれも拘禁刑に文言修正するも

のでございます。 

　　なお、施行日は、法改正の施行日に合わせまして、令和７年６月１日とすることといたし

まして、経過措置を設けております。 

　　なお、本件改正につきましては、事前に検察庁との事前協議を実施することとされており

まして、既に調整済みでございます。 

　　以上、議案第２号の補足説明といたします。 

　　続きまして、議案第３号　京丹波町情報公開条例等の一部を改正する条例の制定について

でございますが、主な改正内容としましては、情報公開制度の運用におきまして、実態に即

した対応とすることによりまして、制度の充実に資するため所要の改正を行うもので、あわ

せまして、関連します条例について関係条項の改正を行うものでございます。 

　　議案書を３枚めくっていただきますと新旧対照表がございます。そちらの１ページをご確

認ください。 

　　第１条関係、京丹波町情報公開条例では、実施機関の定義を追加するとともに、公文書の

定義を個人情報保護法に合わせて見直し、２ページ、第６条の２、公益上の裁量的開示及び

第６条の３、公文書の存否に係る規定では、京都府下の市町村の状況を鑑み、規定を追加す
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るものでございます。 

　　同じページ、第８条第４項では、追加した規定に基づく文言整理であり、次の３ページ、

第１２条で規定していた情報公開審査会に関する規定は、審査会の運営実態に合わせまして、

新旧対照表の５ページをご覧いただきたいと思いますが、５ページの第２条関係、京丹波町

個人情報保護審査会条例における規定に統合・整理を行うものでございます。 

　　この両審査会の運用の中で、公文書の定義や委員の構成、審議事項に関して差異はなく、

統一している市町村も多いことから、分かりやすく整理を行うことによりまして、制度の充

実を図るための改正でございます。 

　　さらに、新旧対照表の８ページ、第３条関係でございますが、京丹波町個人情報保護法施

行条例では、情報公開条例及び個人情報保護審査会条例の改正に合わせまして、文言の整理

を行うこととしております。 

　　なお、施行日は、令和７年４月１日としており、施行に係る経過措置を設けております。 

　　以上、議案第４号の補足説明といたします。ご審議賜りまして、ご賛同いただきますよう

にお願い申し上げます。 

○議長（梅原好範君）　田畑デジタル政策課長。 

○デジタル政策課長（田畑昭彦君）　議案第４号　京丹波町行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例及び京丹波町

税条例の一部を改正する条例の制定について、補足説明を申し上げます。 

　　今回の改正につきましては、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性

の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るためのデジタル社会形成基本法等の一部を

改正する法律の施行に伴い、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律が一部改正されます。行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律の一部改正により、現行条例の条項ずれが生じるため、所要の改正を行うも

のです。 

　　それでは、お手元の資料の新旧対照表により説明させていただきます。 

　　第１条関係の京丹波町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用に関する条例ですが、第２条第２項中、第２条第８項を第２

条第９項に改め、同条第３項中、第２条第１２項を第２条第１３項に改め、同条第４項中、

第２条第１４項を第２条第１５項に改めます。 

　　次に、第２条関係の京丹波町税条例の一部改正する条例ですが、第３６条の２第９項中、

第２条第１５項を第２条第１６項に改め、第６３条の２第１項第１号中、同条第１５項を同
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条第１６項に改め、第８９条第２項第２号及び第１３９条の２第２項第１号中、第２条第１

５項を第２条第１６項に改めます。 

　　京丹波町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例及び京丹波町税条例の一部改正する条例の施行日は、令和７

年４月１日としております。 

　　以上、誠に簡単でございますが、補足説明とさせていただきます。ご審議いただきますよ

うよろしくお願いします。 

○議長（梅原好範君）　田中総務課長。 

○総務課長（田中晋雄君）　次に、議案第５号　京丹波町職員の勤務時間、休暇等に関する条

例の一部を改正する条例の制定について、補足説明を申し上げます。 

　　主な改正内容といたしまして、１点目が育児・介護中の超過勤務免除対象者となる子ども

の範囲拡大でございまして、２点目が仕事と介護の両立支援を利用しやすい環境整備につい

てでございます。 

　　議案書を２枚めくっていただきまして、新旧対照表１ページをご確認ください。 

　　第８条の３第２項に規定をしております育児及び介護中の超過勤務命令等の制限対象とな

る子どもの年齢を、現行の３歳未満から就学前児童に改めるもので、同じく第４項では、文

言の整理を行うものでございます。 

　　次に、新旧対照表の２ページ、第１７条の２及び第１７条の３といたしまして、新たに条

を２条追加いたしまして、配偶者等の介護に関し、その意向確認のための周知でありました

り、相談体制の整備などを加え、仕事との両立支援することを明記するものでございます。 

　　いずれも、令和７年４月１日の法改正に合わせて施行することとしております。 

　　以上、議案第５号の補足説明といたします。 

　　続きまして、議案第６号　京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条

例の一部を改正する条例の制定についてでございますが、主な改正内容といたしまして、一

般職員同様、令和６年の人事院勧告に伴います地域手当の創設、また、国家公務員等の旅費

に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴います旅費等の規定について改正を行うもの

でございます。 

　　議案書を１枚めくっていただき、新旧対照表１ページをご確認ください。 

　　第２条で、地域手当の規定を追加いたしまして、現在、別表２で定める宿泊費等の旅費に

つきましては、今回、都道府県ごとに上限額を設けた実費支給となり、また、国においても、

法の規定から旅費の上限額等につきましては、社会情勢等に速やかに対応するため、政令規
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定に改められることから、別に規則委任により整理するものであり、この後の議案第９号で

提案をいたします一般職についても同様に整理をさせていただくものでございます。これに

よりまして、別表第２を削り、別表のみの規定となります。 

　　なお、施行日は、令和７年４月１日といたしまして、旅費に関する規定については、経過

措置を規定しております。 

　　以上、議案第６号の補足説明といたします。 

　　続きまして、議案第７号　京丹波町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制

定についてでございますが、主な改正内容といたしまして、令和６年８月の人事院勧告に伴

って各種手当の改正を行うものでございます。 

　　同じく議案書を３枚めくっていただきまして、新旧対照表１ページをご確認ください。 

　　第１条関係、京丹波町職員の給与に関する条例では、１ページから３ページにかけまして、

第８条及び第９条に規定をいたしております扶養手当につきまして、配偶者に関する手当を

廃止し、子どもに係る手当の額を１万円から１万３，０００円に増額を図るものでございま

す。令和７年度におきましては、配偶者の手当額を６，５００円から３，０００円に、子ど

もに係る額については、１万円から１万１，５００円とする経過措置を取ることといたしま

して、附則第２条に規定をしております。 

　　次に、３ページ下段、第９条の２、住居手当では、対象者に、いわゆる事実婚を加え、４

ページ、第９条の３、地域手当では、これまで市町村ごとに異なっておりました地域手当の

率を都道府県で統一し、これまで未実施であった自治体も含めて、令和７年度から地域手当

を支給するものです。改正では、支給率を規則に委任することとしております。 

　　第１０条、通勤手当では、５ページにかけまして、月額上限額の５万５，０００円を改め、

本町には現状該当者はありませんが、新幹線通勤等に係る要件を緩和し、改正後の限度額を

１５万円に引き上げるものであります。 

　　次に、新旧対照表６ページ下段でございます。 

　　第１４条の２、管理職特別勤務手当では、深夜勤務の対象時間を緩和し、現状午前零時か

らとしておりますものを、午後１０時からとするものでございます。 

　　７ページ、第１５条の９、単身赴任手当では、支給要件を緩和し、既存職員に加えまして、

新規採用の遠隔地勤務も対象にするものでございます。 

　　さらに、第１６条の３、定年前再任用職員等への要件緩和といたしまして、住居手当、単

身赴任手当を支給対象とするものでございます。 

　　次に、９ページ、第２条関係、京丹波町一般職の任期付職員の採用等に関する条例では、
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本町には該当者はありませんが、特定任期付職員の手当改正といたしまして、第７条第４項

で業績手当を廃止いたしまして、第９条第３項で同じ趣旨であります勤勉手当を０．８７５

月ずつ支給するものでございます。 

　　続いて、１１ページ、第３条関係、地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係

条例の整理に関する条例では、定年前再任用職員同様、暫定再任用職員も住居手当並びに単

身赴任手当を支給対象とするものでございます。 

　　以上、議案第７号の補足説明といたします。 

　　続きまして、議案第８号　京丹波町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例の制定につきましては、主な改正内容といたしまして、人事院勧告に準

じて、フルタイム会計年度任用職員に対して、地域手当を支給する改正を行うものでござい

ます。 

　　議案書を１枚めくっていただき、新旧対照表１ページのご確認をお願いいたします。 

　　新旧対照表に記載のとおり、第３条、第８条の２の規定におきまして、いずれも地域手当

の支給に関し文言を追加するものですが、今回の改正では、人事院勧告に伴います給料表の

改正によりまして、時間単価が大幅に増加することでありましたり、本町での会計年度任用

職員の業務実態、また、財政状況等、総合的な見地からフルタイム任用の職員を対象に支給

することとしております。 

　　施行日は、令和７年４月１日からといたしまして、支給する率に関しましては、第８条の

２の規定どおり正規職員と同様とするものでございます。 

　　以上、議案第８号の補足説明といたします。 

　　続きまして、議案第９号　京丹波町職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例の制定

についてでございますが、これも特別職の条例改正と同様に、法改正に伴う旅費に関する規

定を改正するものでございます。 

　　先ほど、特別職の条例でご説明いたしましたように、宿泊費につきましては、都道府県単

位で上限額を設定し実費支給することや、規定に違反した者に対して、給与等から控除でき

る規定の追加、また、社会情勢に速やかに対応していくため、法規定から上限額の定めにつ

いて政令委任されておりますことから、本条例についても、準則に沿って規則委任すること

といたしまして、簡潔に整理を行うものでございます。 

　　議案書を３枚めくっていただきますと、新旧対照表がございます。１ページをご確認くだ

さい。 

　　目次及び章立てを削りまして、第２条では法改正に合わせて文言整理を行います。 
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　　新旧対照表２ページ、第２条に追加する規定は、旅費の支給対象者に加えまして、直接旅

行代理店に支払うことができる規定を追加するものでございます。 

　　次に、３ページから４ページにかけまして、第３条、第４条の改正は、文言を法規定に合

わせて整理するものでございまして、５ページ、第６条では、旅費の種類を整理するもので

ございます。 

　　新旧対照表の６ページにかけましては、旅費の計算について、法規定同様に別途定めるこ

とといたしまして、第８条、第９条を削るものでございます。 

　　第１０条の旅費の請求につきましては、旅行代理店を追加するとともに、あわせて、請求

方法に電磁的記録も対象とすることにしております。 

　　７ページ最下段から１１ページ中段までの第２章の規定でございます。 

　　各交通手段におけます実費計算方法につきましても、規則委任することといたしまして、

第１１条から第２２条を削り、条の整理を行うとともに、新旧対照表の１１ページ最下段か

ら１２ページにかけまして、改正後の第１２条に、先ほど申し上げました旅費の返納に関し

て、給与等から控除できる規定を追加するものでございます。 

　　また、１３ページにかけましては、日当、宿泊料の額を規定している別表については、同

じく規則委任することとして整理するものでございます。 

　　なお、施行日は、令和７年４月１日といたしまして、出発日に係る経過措置を設けること

といたしております。 

　　以上、議案第９号の補足説明といたします。 

　　長々とご説明いたしましたが、ご審議いただき、ご賛同賜りますようよろしくお願い申し

上げます。 

○議長（梅原好範君）　保田子育て支援課長。 

○子育て支援課長（保田利和君）　それでは、議案第１０号　京丹波町子ども・子育て審議会

の設置に関する条例の一部を改正する条例の制定につきまして、補足説明を申し上げます。 

　　今回の改正につきましては、京丹波町子ども・子育て審議会において、京丹波町こども計

画に関する事項を調査審議するため、審議会の所掌事務に関することなど所要の改正を行う

ものでございます。 

　　２枚目の新旧対照表をご覧ください。 

　　まず、第１条の改正でございますが、子ども・子育て支援法の改正による条ずれに伴い、

第７７条第１項を第７２条第１項に改めるものでございます。 

　　あわせて、こども基本法第１３条第３項を加えた理由につきましては、こども基本法第１
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０条では、こども大綱及び都道府県こども計画を勘案して、市町村こども計画を定めるよう

努めるものとすると規定されており、策定につきましては努力義務とはなっておりますが、

本町においては、計画期間を令和８年度から令和１１年度までの４年間とする第１期こども

計画を策定いたします。子ども・子育て審議会において、今後策定するこども計画について

審議いただくために改正するものでございます。 

　　次に、第２条の所掌事務に係る改正でございますが、第５号に京丹波町こども計画に関す

ることを加えるものでございます。審議会において、こども計画に関することについて、本

計画の策定に係る審議やその後の進捗確認、または見直し等について審議を行っていただく

ものでございます。 

　　次に、第３条に規定する組織についての改正でございますが、こども基本法第１３条第２

項では、こども施策が円滑に行われるよう、地域においてこどもに関する支援を行う民間団

体相互の有機的な連携の確保に努めなければならないと規定されています。審議会の委員に

ついては、２０人以内をもって組織するとしています。現行の委員構成を維持しつつ、こど

も計画に関して調査審議していただくため、第３条第１項第１号では、こども施策に関する

事業に従事する者、また、同項第３号では、こども施策に関し学識経験のある者を加える改

正を行うものでございます。 

　　今後は、審議会の委員の選出において、子どもに関する支援を行っている民間団体や事業

者にも加わっていただき、関係相互の連携を図り、本町のこども施策が円滑に実施できるよ

う努めてまいりたいと考えております。 

　　なお、施行日については、公布の日から施行するとしております。 

　　以上、簡単ではございますが、補足説明とさせていただきます。ご審議いただき、ご賛同

賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（梅原好範君）　大西住民課長。 

○住民課長（大西義弘君）　それでは、議案第１１号　京丹波町老人医療費の支給に関する条

例の一部を改正する条例の制定について、補足説明を申し上げます。 

　　老人医療助成制度は、６５歳から６９歳までの所得税非課税世帯に属する者を対象として

おります。 

　　所得税法等の一部を改正する法律（令和６年３月３０日法律第８号）の施行に伴い、令和

６年分の所得税については定額減税が行われ、令和７年８月から令和８年７月まで本制度の

所得制限に影響を及ぼすことになります。 

　　しかし、今回の定額減税は、税の負担能力の定義を変更するものではないこと、また、定
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額減税を加味すると収入の高い世帯も要件を満たすことになり、従来の対象世帯及び定額減

税終了後の対象世帯との合理性を欠くことなどから本制度の趣旨を考慮し、令和６年定額減

税の影響を加味しないこととし、第２条第１号アについて所要の改正を行うものでございま

す。 

　　なお、今回の改正に当たりましては、京都府及び市町村で検討を行い、統一した対応をす

ることとしております。 

　　以上、誠に簡単ではございますが、議案第１１号の補足説明とさせていただきます。ご審

議賜りますようよろしくお願いを申し上げます。 

○議長（梅原好範君）　原澤福祉支援課長。 

○福祉支援課長（原澤　洋君）　議案第１２号　京丹波町地域包括支援センターにおける包括

的支援事業の実施に関する基準を定める条例及び京丹波町指定介護予防支援等の事業の人員

及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例の制定につきまして、補足説明を申し上げます。 

　　本条例は、介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定

介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部を改正する

省令が、令和６年４月１日に施行されたことに伴い所要の改正を行うもので、関連する２つ

の条例の改正を一括して提案させていただくものでございます。 

　　それでは、新旧対照表で内容をご説明申し上げます。 

　　初めに、１ページ、第１条関係、京丹波町地域包括支援センターにおける包括的支援事業

の実施に関する基準を定める条例の一部を改正する条例でございます。 

　　本条例につきましては、地域包括支援センターの運営の基本方針、職員に関する基準につ

いて規定をしているもので、今回の改正は、介護保険法施行規則の改正で、職員の配置基準

に関する改正が行われたため、条例の規定を改めるものでございます。 

　　条例第３条第１項では、常勤換算による方法で必要な職員数を配置することを認める改正

となっております。 

　　２ページ目をご覧ください。 

　　今回追加する条例第３条第２項では、複数の地域包括支援センターを設置する場合、複数

のセンターで合算して必要な職員数を配置することを認める改正となっております。いずれ

も、地域包括支援センターに配置する人材確保が困難となっている状況に対応する趣旨の改

正でございます。 

　　３ページ目、第２条関係、京丹波町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定
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介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例でございます。 

　　本条例につきましては、地域包括支援センターで実施をしております介護予防支援に関す

る指定の基準等を規定をしているもので、今回、介護保険法施行規則の改正に伴い、条例に

規定する条項に改正があったため改めるものでございます。 

　　本条例の改正は、公布の日から施行することとなっております。 

　　以上、補足説明とさせていただきます。ご審議賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（梅原好範君）　村田上下水道課長。 

○上下水道課長（村田弘之君）　議案第１３号　京丹波町上下水道事業職員の給与の種類及び

基準に関する条例の一部を改正する条例の制定についての補足説明を申し上げます。 

　　本議案に関しましては、令和６年第４回議会定例会において提案、議決されました京丹波

町職員の管理職手当に関する条例の改正を受けまして、上下水道事業職員に関係する例規を

改正するものです。 

　　新旧対照表をご覧ください。 

　　第２条の２第１項中、上下水道課長の次に主管及び課長補佐を加えるものでございます。 

　　続きまして、議案第１４号　京丹波町水道布設工事監督者及び水道技術管理者の資格に関

する条例の一部を改正する条例の制定についての補足説明を申し上げます。 

　　主な改正内容といたしましては、１点目として、水道法第１２条及び第１９条第３項の規

定に基づき、水道工事における布設監督者及び水道技術管理者の資格要件が緩和されること

から関係規程の改正を行うものです。 

　　２点目といたしましては、生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関す

る法律に基づき、所管省庁が厚生労働大臣から国土交通大臣及び環境大臣へと改正されたこ

とから、本条例の関係箇所を改正するものです。 

　　それでは、新旧対照表により、本条例の改正内容につきまして、その概要を説明申し上げ

ます。 

　　ページ３枚めくっていただき、新旧対照表をご覧ください。 

　　第３条、布設工事監督者の資格についてです。 

　　第１項中、第１号から第３号、ページをめくっていただきまして、第５号及び第７号から

第１０号については、資格に必要な履修学科及び実務従事年数の緩和となっております。 

　　また、第４号、第６号、第１１号については、資格要件として新たに別の履修学科と実務

従事年数を追加し、有資格者要件の裾野を広げております。 
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　　なお、これら条項を追加したことによる条ずれを修正しております。 

　　続いては、第４条、水道技術管理者の資格についてです。 

　　第１項中、第１号は、これまでは布設工事監督者を水道技術管理者の資格要件としており

ましたが、これを廃し、新たに履修学科と実務従事年数が設定されました。 

　　第２号及びページをめくっていただきまして、第４号、第５号については、履修学科及び

実務従事年数の緩和、第３号は、履修学科に関係なく、実務従事年数をこれまでの１０年か

ら５年に改めております。 

　　第６号は、履修学科、実務従事年数に関係なく、資格取得講習課程の修了者を資格者とし

て定める条項ですが、この講習の主催者がこれまで厚生労働大臣の登録を受けた者であった

のが、国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者に変更されることによる改正となってお

ります。 

　　第７号、第８号は、資格要件として、新たな履修学科と実務従事年数を追加し、こちらも

有資格要件の裾野を広げております。 

　　以上、簡単ではございますが、議案第１３号並びに第１４号の補足説明とさせていただき

ます。ご審議賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（梅原好範君）　田中総務課長。 

○総務課長（田中晋雄君）　次に、議案第１５号　京丹波町消防団員等公務災害補償条例の一

部を改正する条例について、補足説明を申し上げます。 

　　主な改正内容といたしましては、非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令が

令和７年４月１日から施行されることに伴いまして、改正を行うものでございます。 

　　議案書を１枚めくっていただき、新旧対照表１ページをご確認ください。 

　　第５条、補償基礎額につきまして、第２項において最低額の引上げを行うもので、１日当

たり９，７００円、また、ただし書以降、例外規定となりますが、同じく１日当たり１万４，

５００円として増額するものでございます。 

　　あわせて、第３項では、２ページにかけまして、人事院勧告等による扶養手当の改正に準

じまして、親族等における加算額を、配偶者について２１７円から１００円に、子どもさん

については３３３円から３８３円に改正されるものでございます。 

　　２ページの別表の改正では、階級及び勤務年数に応じまして、補償基礎額全体において引

上げの改正を行う予定でございます。 

　　なお、施行に合わせて適用の経過措置を附則に規定することとしております。 

　　以上、議案第１５号の補足説明とさせていただきます。 
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　　続きまして、議案第１６号　京丹波町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条

例の一部を改正する条例の制定につきましては、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関

する法律施行令が令和７年４月１日に施行されることから、改正を行うものでございます。 

　　これも議案書を１枚めくっていただきまして、新旧対照表１ページをご確認ください。 

　　今回の改正は、消防団員数の減少に伴い、全国的にも団員歴が３０年を超える団員の処遇

改善や団員数の確保の観点から、新たに３５年以上の欄を別表に追加するものでございます。

階級によっては額面に異なりがありますが、各階級ともおおむね１０万円が増額されること

となります。 

　　施行日は、令和７年４月１日からといたしまして、施行日以降に退団した消防団員に適用

することとなり、適用の経過措置を附則に規定することとしております。 

　　以上、議案第１６号の補足説明とさせていただきます。ご審議いただき、ご賛同賜ります

ようよろしくお願いいたします。 

○議長（梅原好範君）　保田子育て支援課長。 

○子育て支援課長（保田利和君）　それでは、議案第１７号　第３期京丹波町子ども・子育て

支援事業計画の策定について、補足説明を申し上げます。 

　　本計画につきましては、子ども・子育て支援法第６１条の規定に基づき、５年を１期とす

る教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供の体制の確保、その他この法律に基づ

く業務の円滑な実施に関する計画を定めるものでございます。 

　　京丹波町においては、これまで第１期の計画を平成２７年３月に、続いて、第２期の計画

を令和２年３月に策定し、次代を担う子どもと子育て家庭への支援を総合的・計画的に推進

してきました。 

　　現行の計画であります第２期計画の期間が令和７年３月末をもって終了することから、令

和７年度から令和１１年度までの５年を計画期間とする次期計画を策定するもので、京丹波

町議会基本条例第１０条に規定する議決事件として提案するものでございます。 

　　第３期計画の策定に当たり、子ども・子育てに関するニーズ調査を実施し、子育て世代が

抱える現状と課題の整理及びニーズの推計を行い、その結果などを踏まえ、京丹波町子ど

も・子育て審議会で計画策定に向けて審議をいただきました。 

　　この第３期計画では、第２期計画のキャッチフレーズであります“かかわり愛（合い）、

かまい愛（合い）、つながり愛（合い）の子育て環境づくりをさらに前進させるため、新し

く“つたえ愛（合い）”を加えました。近年、全国的にも子どもや家庭をめぐる課題が複

雑・多様になり、つながりの希薄化が懸念されています。 
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　　そうした中、本町は、地域ぐるみで子どもを見守り、子育てを温かく支えるコミュニティ

が根づいています。本町の強みである人と人とのつながりの強さをさらに高め、お互いの信

頼の下に、必要な情報を必要な人へ届けていく「伝え合い」により、地域の絆がいま一度、

強まり広がるようにとの思いで新たに加わったものでございます。 

　　本計画を子ども・子育て支援の指針とし、基本理念である「広げよう地域の輪　みんなで

子育てするまち京丹波」の実現を目指して取り組んでいくこととしています。 

　　以上、誠に簡単ではございますが、補足説明とさせていただきます。ご審議いただき、ご

賛同を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（梅原好範君）　山内農林振興課長。 

○農林振興課長（山内敏史君）　議案第１８号　権利の放棄につきまして、補足説明を申し上

げます。 

　　瑞穂農林株式会社の新たな体制に移行するに当たり、町に権利がある請求権の放棄につい

て、地方自治法第９６条第１項第１０条に基づき、議会の議決を求めるものでございます。 

　　お手元の議案書及び別紙資料の内容について、その概要を説明いたします。 

　　瑞穂農林株式会社は、杉の間伐材を活用したおが粉を利用して、ハタケシメジやホンシメ

ジの生産をしており、国内シェアの９割以上を占めております。本施設は、地域資源の循環

利用及び地域活性化の各組織として重要な役割を担っていただいております。 

　　本町の特産品であります両シメジの安定生産と雇用維持のため、株式会社雪国まいたけの

資源や財源を有効活用できる新たな体制で、生産技術の向上に加え、ブランド戦略、営業戦

略により、計画的に業務改善いただき、安定して経営していただけるよう事業譲渡を進める

ものであります。事業譲渡後には、出資法人瑞穂農林株式会社の解散・清算手続を行う予定

となっております。 

　　この事業譲渡や解散に伴い、放棄する権利につきましては、まず１つ目といたしまして、

町が設立当時に出資した出資金４１０万円に係る払戻し請求権であります。放棄の理由とし

ましては、瑞穂農林株式会社は、過年度から続く債務超過の状態であり、換価できる財産も

なく、解散・清算時において返済の見込みがないと判断し、請求権を放棄するものでありま

す。 

　　２つ目としましては、事業譲渡後に処分制限期間の残期間内に補助目的に沿った補助対象

財産の使用を中止する場合などには、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律に基

づく補助金還付条件による譲渡相手への還付請求権であります。放棄の理由としましては、

本施設は、地域の森林資源の循環利用及び地域住民の雇用など、地域の活性化に重要な役割
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を果たしており、事業譲渡後においても安定した経営を目指していただき、資力の回復及び

見通しの持てる事業経営に注力いただくよう補助金還付の必要があった際には、譲渡相手方

であります株式会社雪国まいたけへの還付請求権を放棄するものであります。 

　　以上、誠に簡単でございますが、議案第１８号の補足説明とさせていただきます。ご審議

いただきまして、ご賛同賜りますようどうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（梅原好範君）　山内財政課長。 

○財政課長（山内明宏君）　議案第１９号　令和７年度京丹波町一般会計予算について、補足

説明を申し上げます。 

　　それでは、ページをめくっていただき、初めに５ページをお願いいたします。 

　　第２表の債務負担行為でございます。 

　　債務負担行為は、翌年度以降における債務の負担を定めるもので義務費となるものでござ

います。 

　　まず１つ目は、総合計画策定業務でございます。 

　　現行の第２次京丹波町総合計画は、平成２９年度から令和８年度までの１０年間を期間と

して基本構想を定めており、今回、第３次京丹波町総合計画の策定に当たり、令和７年度及

び令和８年度の２か年にわたり継続的に策定業務を進めることとしており、令和８年度分と

して９００万９，０００円の限度額設定をお願いするものであります。 

　　なお、業務全体の予定事業費は１，５４６万６，０００円としております。 

　　２つ目から４つ目の計画策定業務につきましても、令和９年度からの計画開始に向けて、

令和７年度及び令和８年度の２か年にわたり継続的に策定業務を進めることとしております。 

　　２つ目は、地域福祉計画策定業務でございます。 

　　今回、令和８年度分として３７１万８，０００円の限度額設定をお願いするものでありま

す。 

　　なお、業務全体の予定事業費は７０７万３，０００円としております。 

　　３つ目は、障害福祉計画等策定業務でございます。 

　　今回、令和８年度分として３５４万２，０００円の限度額設定をお願いするものでありま

す。 

　　なお、業務全体の予定事業費は６３０万３，０００円としております。 

　　４つ目は、健康増進計画策定業務でございます。 

　　今回、令和８年度分として５４５万円の限度額設定をお願いするものであります。 

　　なお、業務全体の予定事業費は６９０万２，０００円としております。 
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　　以上が、第２表、債務負担行為でございます。 

　　次に、６ページから７ページまでにわたります第３表、地方債でございます。 

　　発行総額につきましては、７ページ下段、計の欄、１３億８，４１０万円でございます。

対前年度５億４０万円、５６．６％の増となっております。 

　　初めに、合併特例事業につきましては、６億５，７９０万円を計上し、対前年度２億５，

７１０万円の増額となります。 

　　主な増額の要因といたしましては、道の駅「瑞穂の里・さらびき」再整備に伴う発行額３

億６，７７０万円などによるものであります。 

　　過疎対策事業につきましては、５億９，４３０万円を計上し、対前年度２億３，２００万

円の増額となります。 

　　主な増額の要因といたしましては、新火葬場建設事業に伴う発行額１億８，６６０万円な

どによるものであります。 

　　緊急防災・減災事業につきましては、１億４０万円を計上し、対前年度７７０万円の増額

となります。 

　　主な増額の要因といたしましては、蒲生野中学校体育館空調設備に伴う発行額４，４００

万円などによるものであります。 

　　公有林整備事業につきましては９８０万円を計上しております。対前年度３３０万円の減

額となります。 

　　緊急自然災害防止対策事業につきましては１，１８０万円を計上しております。災害の発

生を予防し、または災害の拡大を防止することを目的としている地方債で、河川改修事業債

として計上したものであります。 

　　デジタル活用推進事業につきましては９９０万円を計上しております。デジタル技術を活

用した行政運営の効率化、地域の課題解決等に向けた取組をしていくために新たに創設され

た地方債で、要援護者システム導入や水道事業会計のＡＩによる管路劣化診断化事業の財源

として計上したものであります。 

　　臨時財政対策債につきましては、国の地方財政計画の中で地方財政の健全化に取り組み、

平成１３年度の制度創設以来、初めて発行額がゼロとされましたので、今回計上しておりま

せん。令和７年度発行額に係ります交付税算入額につきましては、約９億６，０００万円と

推計をしておりまして、６９．４％の基準財政需要額への算入を見込んでおります。 

　　次に、事項別明細書５ページからの歳入でございます。 

　　特に、主な項目について説明をさせていただきます。 
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　　まず、５ページからの１款、町税でございます。１項、町民税、１目、個人、１節、現年

課税分の個人所得割につきましては税率６％でありまして、課税の基礎となります令和７年

度総所得につきましては、令和６年度総所得を基に、これまでの経過等を勘案し、課税標準

額を推計し、前年度に比べて５４４万６，０００円増の４億３，４９５万８，０００円を計

上しております。 

　　２目、法人、１節、現年課税分の法人税割につきましては、令和６年度の決算見込み等を

勘案し、前年度に比べて２８９万６，０００円増の６，６３４万８，０００円を計上してお

ります。 

　　２項、１目、固定資産税、１節、現年課税分でありますが、令和７年度は据置き年度とな

っております。 

　　まず、土地につきましては、令和５年１月１日現在の価格を基礎として、宅地につきまし

ては、令和６年７月１日までの地価下落に伴う修正を反映して算出し、前年度に比べて１０

７万４，０００円増の１億８，００１万２，０００円を計上しております。 

　　次に、家屋につきましては、在来家屋及び令和６年中に評価を行う新増築家屋並びに滅失

家屋等を反映した算定より、前年度に比べて８９０万３，０００円増の３億６，７２３万５，

０００円としております。 

　　また、償却資産につきましては、令和６年度当初調定額を基に、過去５年間の動向等を勘

案して調定額を推計し、前年度に比べて１，２４６万９，０００円増の４億７３２万５，０

００円を計上しております。 

　　３項、軽自動車税、２目、種別割、１節、現年課税分でございますが、保有車両に課税さ

れます種別割につきましては、令和７年度の課税見込み台数を基に過大とならないように算

定を行い、前年度に比べて７５万３，０００円増の６，０７０万円としております。 

　　４項、１目、町たばこ税、１節、現年課税分でございます。令和６年度の決算見込みを基

に販売実績等を勘案し、前年度に比べて５６０万円減の７，９１０万円を計上しております。 

　　次に、７ページから１０ページまでにわたります２款、地方譲与税から１１款、地方特例

交付金まで各種交付金が続きますが、これらにつきましては、京都府の試算資料に基づき、

それぞれ計上したものでございます。 

　　なお、議案書と一緒に１枚もので地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社

会保障４経費その他社会保障施策に要する経費という資料を提出させていただいております

ので、後ほどご覧ください。 

　　次に、９ページ下段の１２款、１項、１目、１節の地方交付税でございますが、普通交付
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税は前年度に比べて１億円増の４５億円を計上しております。国の地方財政計画等により示

されました内容を基に、推測される伸び率等を勘案して算定したところであります。 

　　同じく、特別交付税におきましては、過大な見込みとならないよう交付実績額などに基づ

き、前年度に比べて３，０００万円増の５億８，０００万円を計上し、地方交付税全体で５

０億８，０００万円を計上しております。 

　　次に、１１ページからの１４款、分担金及び負担金以降の特定財源の関係でございますが、

これらにつきましては、それぞれ積算根拠等を説明欄に記載をしておりますので、主な項目

のみ説明させていただきます。 

　　初めに、１１ページの１４款、分担金及び負担金、２項、負担金、３目、教育費負担金、

１節、教育総務費負担金では、放課後児童クラブ負担金に４３４万９，０００円を計上して

おります。 

　　次に、１３ページの１５款、使用料及び手数料、１項、使用料、４目、商工使用料、２節

の京丹波味夢の里施設使用料に３，１３６万８，０００円を計上するとともに、５目、土木

使用料、３節、住宅使用料の町営住宅使用料現年分には３，６２４万１，０００円を計上し

ております。 

　　次に、１７ページから１８ページまでの中ほどの１６款、国庫支出金では、１項、国庫負

担金、１目、民生費国庫負担金、１節、社会福祉費負担金の自立支援給付費国庫負担金に２

億１，２０５万７，０００円を計上しております。障害者自立支援事業の財源とするもので

ございます。 

　　また、３節、児童福祉費負担金では、児童手当負担金に１億４，２１２万９，０００円を

計上しております。児童手当支給事業の財源とするものであります。 

　　次に、１９ページの２項、国庫補助金、１目、総務費国庫補助金、１節、総務費補助金で

は、地方創生臨時交付金に９，７７１万５，０００円を計上しております。定額減税補足給

付金等支給事業分として３，９８３万８，０００円を計上するとともに、推奨事業メニュー

分として５，７８７万７，０００円を計上しております。 

　　また、デジタル基盤改革支援補助金に４，２８７万５，０００円を計上しております。自

治体情報システムの標準化・共通化における経費の財源となるものであり、行政情報システ

ム運用管理事業に充当するものであります。 

　　次の新しい地方経済・生活環境創生交付金でございますが、これは昨年度までデジタル田

園都市国家構想推進交付金として実施されていたものでございます。それぞれ、地方創生、

拠点整備、デジタル実装のメニューごとに区分して計上しております。 
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　　地方創生分につきましては、地方創生に資する地域の独自の取組を支援するもので、持続

可能で豊かな地域創造事業や人材育成による持続可能なまちづくり事業など、各種推進経費

に充当するものであります。 

　　拠点整備分につきましては、地域活性化を目的とするハード事業を支援するもので、道の

駅「瑞穂の里・さらびき」再整備に係る経費に充当するものであります。 

　　デジタル実装分につきましては、デジタル技術を活用した地域の課題解決や魅力向上に資

する取組を支援するもので、ホームページ運用管理事業やこども園ＩＣＴ環境整備費に係る

経費に充当するものであります。 

　　４目、土木費国庫補助金、１節、土木費補助金では、社会資本整備総合交付金（防災・安

全交付金）に１億３，２４６万４，０００円を計上しております。除雪車の購入など雪寒道

路維持事業に１，８６６万６，０００円、道路新設改良事業に１億１，２１７万円などに充

当するものであります。 

　　２１ページの５目、消防費国庫補助金、１節、消防費補助金では、消防防災施設等整備事

業国庫補助金に９３２万５，０００円を計上しております。防火水槽設置事業に充当するも

のであります。 

　　６目、教育費国庫補助金、１節、教育総務費補助金では、子ども子育て支援施設交付金に

１，１２７万７，０００円を計上しております。放課後児童クラブのびのび２組新築工事の

財源とするものであります。 

　　また、３節、中学校費補助金の空調設備整備臨時特別交付金に３，５００万円を計上して

おります。蒲生野中学校体育館の空調設備工事の財源とするものであります。 

　　次に、１７款、府支出金では、２３ページ下段の２項、府補助金、１目、総務費府補助金、

１節、総務費補助金のきょうと地域連携交付金に５，０００万円を計上しております。市町

村が住民ニーズを踏まえ、戦略的かつ自律的に取り組む事業に対して交付されるもので、プ

ロモーション戦略推進事業、ｆｒｏｍ京丹波推進事業及び都市緑化フェア推進事業などの事

業に充当するものであります。 

　　次に、２７ページから３０ページまでの４目、農林水産業費府補助金、１節、農業費補助

金では、中山間地域等直接支払交付金に８，７７９万２，０００円を、多面的機能支払交付

金に７，１９０万４，０００円を計上するなど、それぞれ農業振興費に係る事業財源として

交付されるものであります。 

　　ページ下段からの２節、林業費補助金では、森林整備事業補助金に１，４８１万１，００

０円を、３２ページの林道開設事業補助金に６，２１６万円を計上するなど、それぞれ林業
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振興費に係る事業財源として交付されるものであります。 

　　次に、３３ページからの３項、府委託金では、１目、総務費府委託金、３節、選挙費委託

金では、令和７年度中に執行されます参議院議員通常選挙委託金に２，１９６万５，０００

円を計上しております。 

　　４節、統計調査費委託金では、５年に１回の国勢調査委託金に６４０万４，０００円を計

上しております。 

　　２目、農林水産業費府委託金、１節、農業費委託金の土地改良事業委託金に１，２４０万

円を計上しております。土地改良施設維持管理事業の鎌谷下・東又地区の圃場整備実施計画

策定業務の財源とするものであります。 

　　次に、３３ページ下段からの１８款、財産収入では、１項、財産運用収入、１目、財産貸

付収入、１節、土地建物貸付収入の土地貸付料に１，４７６万円を、建物貸付料に３１７万

７，０００円をそれぞれ計上しております。 

　　３５ページ下段からの２項、財産売払収入、１目、不動産売払収入、２節、立木売払収入

に１，５３２万円を計上しております。 

　　次に、３７ページからの１９款、１項、１目、寄附金では、２節、総務費寄附金のふるさ

と応援寄附金に４億円を計上しております。令和７年度におきましても、引き続き寄附金の

増加を目指した取組を推進するものであります。 

　　また、企業版ふるさと応援寄附金に２，０００万円を計上しております。地域と人を結び

つけ、地域を活性化させるデジタル地域通貨などを実施する持続可能で豊かな地域創造事業

の財源とするものであります。 

　　次に、２０款、繰入金では、２項、基金繰入金、１目、１節、財政調整基金繰入金につき

まして、令和７年度は前年度に比べ１億７，３５９万４，０００円増の５億９，５５３万２，

０００円を計上しております。 

　　２目、１節、振興基金繰入金につきましては、１億６，６５０万９，０００円を計上して

おります。合併以降、合併特例債を活用して基金の積立てを行ったもので、平成３０年度か

らまちづくりに必要な施策等に活用を図っているところでありますが、令和６年度、普通交

付税の追加交付分や京丹波栗リファイン分などを含め、令和７年度に活用させていただくも

のであります。 

　　３目、１節、ふるさと応援寄附金基金繰入金につきましては、４億５，０００万円を計上

しております。基金積立てを行った令和６年度分ふるさと応援寄附金につきまして、令和７

年度において寄附目的の事業に活用させていただくものでございます。 
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　　４目、１節、減債基金繰入金には、公債費繰上償還の財源として２億円を計上しておりま

す。実質公債費比率の抑制のため計画的な繰上償還を行い、財政健全化の維持を図る目的に、

その財源の確保を含め、本基金の有効活用を行うものであります。 

　　５目、１節、森林環境譲与税基金繰入金につきましては、３，０１１万１，０００円を計

上しております。森林経営管理事業の財源とするものであります。 

　　６目、１節、過疎地域持続的発展特別事業基金繰入金につきましては、１，９５９万９，

０００円を計上しております。観光施設管理運営事業及び畑川ダム周辺整備事業の財源とす

るものであります。 

　　３９ページからの７目、１節、まちづくり推進基金繰入金につきましては、９１９万６，

０００円を計上しております。本町公共施設の整備をはじめ、まちづくり及び町の活性化を

推進する事業の財源として、みんなのまち拠点プロジェクト事業の財源とするものでありま

す。 

　　８目、１節、企業版ふるさと納税基金繰入金につきましては、５４０万円を計上しており

ます。フードバレー推進事業及び持続可能で豊かな地域創造事業の財源とするものでありま

す。 

　　次に、４３ページ下段からの２３款、町債につきましては、総額で１３億８，４１０万円

を計上しております。冒頭、第３表、地方債にてご説明させていただいたとおりでございま

す。 

○議長（梅原好範君）　補足説明の途中ですが、これより暫時休憩に入ります。再開は１３時

１０分とします。 

休憩　午前１１時５２分 

再開　午後　１時１０分 

○議長（梅原好範君）　休憩前に引き続き、議案第１９号の補足説明から会議を再開いたしま

す。 

　　山内財政課長。 

○財政課長（山内明宏君）　次に、歳出予算でございます。 

　　歳入と同様に、主な事業につきまして説明をさせていただきます。 

　　初めに、６０ページ下段の２款、総務費、１項、総務管理費、６目、企画費では、企画一

般事業に６２６万７，０００円を計上しております。引き続き、京都丹波ロードレース運営

補助金に１５０万円を計上するとともに、関西パビリオン京都ブースの出演に係る経費とし

て、イベント業務委託料１６３万７，０００円を計上し、タウンプロモーションを進めてま
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いります。 

　　次に、６２ページのプロモーション戦略推進事業には１，７４２万８，０００円を計上し

ております。観光、移住、ふるさと納税分野など、自治体間の市場競争下における外需の獲

得を図るため、プロモーション戦略アクションプランの実行、官民連携プロモーションチー

ム「京丹波イノベーション・ラボ」の運営や庁内プロモーションチームの取組と他部署との

連携強化、クリスマスマーケット等のイベント運営など、各種町施策のプロモーション業務

を実施してまいります。 

　　フードバレー推進事業には１，４８９万８，０００円を計上しております。地域おこし協

力隊活動業務委託料６１０万５，０００円やフードバレー農場運営委託料１８０万円などフ

ードバレー農場の運営経費を計上するとともに、フードバレー京丹波推進協議会に加盟する

事業者が事業所間や大学等との専門機関と連携しながら将来的な商品化を見据えて行う、町

内の特産物等を生かした商品の開発等に必要となる経費の一部を補助するフードバレー推進

事業費補助金に４００万円を計上しております。 

　　６４ページの持続可能で豊かな地域創造事業には５，９０６万３，０００円を計上してお

ります。デジタル技術の導入による町民と関係人口に対する総合的なサービスの向上を進め

るため、デジタル地域通貨を運用し、連帯・信頼・協働を育み、相互扶助と域内の消費を促

進するとともに、新たな地域経済循環仕組みによる経済効果を生み出してまいります。 

　　また、みずほガーデンロッジを活用した交流拠点施設の運用開始によって、多様な人材の

滞在と交流による地域の活性化を図ってまいります。 

　　京丹波ファンクラブ事業には５０７万７，０００円を計上しております。企画運営委託料

に３３０万円を計上し、ファンクラブ会員スタンプラリーの実施、宿泊者クーポンの交付な

どインセンティブをつくることで、関係人口の創出・結びつきの強化を図っていきます。 

　　京丹波栗リファイン事業には１，０７９万８，０００円を計上しております。京丹波栗を

活用した新商品・新サービスの開発や販路拡大に係る補助金に２８０万円を計上するととも

に、万博やホテル飲食店と連携して、京丹波栗のプロモーションの実施や、全国モンブラン

大会の開催など、より一層京丹波栗のブランド化を推進し、付加価値を上げることで関連産

業の活性化を図ってまいります。 

　　ｆｒｏｍ京丹波推進事業に８３４万７，０００円を計上しております。プロモーション業

務委託料に４０２万１，０００円を計上し、飲食店と連携した京丹波フェアの開催、生産者

を招いたガラパーティーの開催を実施し、京丹波食材のブランディングを行ってまいります。 

　　また、ｆｒｏｍ京丹波創出支援補助金に４００万円を計上し、新たな返礼品の開発や増産
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体制の構築に対する補助金を交付いたします。さらには、ｆｒｏｍ京丹波商材のポップアッ

プを町内道の駅等で展開し、特産品の販売単価の上昇や、流通等の拡大を目指していきます。 

　　６４ページから６６ページまでにわたります新たな事業として、人材育成による持続可能

な町づくり事業に１，７３５万１，０００円を計上しております。須知高校の生徒確保によ

る持続可能化を図り、将来の町の担い手育成に取り組むため、京丹波町教育魅力化事業委託

など企画運営委託料に８８２万９，０００円を計上するとともに、須知高校の教育振興対策

の推進を図るため、須知高校振興対策交付金に１５０万円を計上しております。 

　　また、みんなで祝う合併２０周年記念事業に１，７４０万４，０００円を計上しておりま

す。合併２０周年の歩みと現在の町の動き、将来に向けた展望を周年事業に参加する中で、

町民や関係人口に浸透を図り、今後の１０年を共に歩んでいく機運を醸成するため、カウン

トダウンイベント、２０周年記念式典、２０周年記念イベントなどを実施し、京丹波町合併

２０周年をみんなの心を一つにし郷土愛を育んでまいります。 

　　６７ページ下段からの９目、諸費では、７０ページの定額減税補足給付金等支給事業に３，

９８３万８，０００円を計上しております。令和６年度に実施しました定額減税補足給付金

事業において、支給額に不足が生じる納税者に対して不足額を支給するものであり、不足額

給付金として３，８５０万円を計上するとともに、業務に必要な事務経費を計上しておりま

す。 

　　なお、本事業に係る財源につきましては、国庫支出金の地方創生臨時交付金を全額充当い

たしております。 

　　また、家庭用防犯カメラ普及支援事業に２２０万円を計上しております。町内に住所を有

する者で、自らが所有し居住する町内にある住宅に設置する防犯カメラ購入費用等への補助

として、京丹波町家庭用防犯カメラ設置事業補助金に２００万円を計上しております。 

　　なお、本事業に係る財源につきましては、国庫支出金の地方創生臨時交付金を全額充当い

たしております。 

　　１０目、交通対策費では、交通対策一般事業に３，６１３万３，０００円を計上しており

ます。引き続き地域住民主体のコミュニティ・カーシェアリングに取り組んでいる地域を支

援するとともに、新規導入の後押しも行い、交通弱者の日常生活における移動手段確保を図

ります。 

　　令和７年度の路線バス運行支援金につきましては、３，１００万円を計上し、引き続き安

定した運行体制の確立に向け、国・府・沿線市町で支援を行ってまいります。 

　　７２ページのデマンド交通推進事業に８７６万円を計上しております。和知地区での予約
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型乗合タクシーの本格運行を行ってまいります。引き続き、民間に支援を行うことで維持を

図るとともに、今後に向けての調査研究も併せて実施をしてまいります。 

　　次の１１目、地域振興事業費では、協働のまちづくり事業に２０４万２，０００円を計上

しております。住民自治組織の活動に対する各種補助金の交付のほか、引き続き和知駅を中

心とした周辺地域の活性化に取り組むための費用を計上し、地域力の強化に向け支援をして

まいります。 

　　移住促進事業には４，１７０万１，０００円を計上しております。引き続き、移住相談窓

口を中核とした移住者への支援体制の強化に努め、移住者への支援内容の充実を図るととも

に、移住支援金に子育て世帯加算の新設や東京圏の大学を卒業した学生の京丹波町内への移

住を伴う府内就職を支援するための地方就職支援金を創設をしております。 

　　また、コミュニティ助成事業に２５０万円を計上しております。尾長野区太鼓購入事業に

係るものであり、地域のコミュニティ活動の充実・強化を図るものであります。 

　　また、集会所、集落運動施設等の整備及び関連備品購入などを支援する地域にぎわいづく

り補助金事業として９１１万８，０００円を計上しております。令和７年度分として要望の

あった１８区が対象であります。 

　　次に、７３ページからの１２目、電算管理費では、行政情報システム運用管理事業に２億

９８９万７，０００円を計上しております。行政情報ネットワークシステムの適正な管理及

び秩序ある運用の確保を図るとともに、国が示す自治体情報システム標準化対応経費を計上

しております。 

　　また、デジタルデバイド対策事業に３７万３，０００円を計上しております。スマホサポ

ーター養成講座を実施し、身近な人にスマホの基本的な使い方を教えることができる人材の

確保を図ってまいります。 

　　次に、７７ページからの３項、戸籍住民基本台帳費、１目、戸籍住民基本台帳費では、８

０ページの戸籍電算システム事業に５，１３９万４，０００円を計上しております。自治体

情報システム標準化に伴う経費に３，０６２万７，０００円を計上するとともに、戸籍法改

正に伴い、氏名の振り仮名記載に係る機能整備等への対応経費として８１９万６，０００円

を計上しております。 

　　４項、選挙費では、令和７年度中において執行されます各種選挙経費につきまして計上し

ております。８２ページの３目、参議院議員通常選挙費では、会計年度任用職員人件費（パ

ートタイム）を合わせまして２，１９６万５，０００円を、また８４ページにわたりまして、

４目、町長選挙費では１，９２７万２，０００円を、さらには、５目、町議会議員選挙費で
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は２，０３１万５，０００円をそれぞれ計上しております。 

　　次に、３款、民生費でございます。 

　　初めに、８８ページ下段の社会福祉施設等に対する物価高騰対策支援事業に１，４３４万

７，０００円を計上しております。社会福祉施設等が影響を受けている食材費、光熱水費、

車両燃料費の高騰に対する支援金を支給するものであります。 

　　なお、本事業に係る財源につきましては、国庫支出金の地方創生臨時交付金を全額充当い

たしております。 

　　次に、８９ページからの３目、障害者福祉費では、障害者福祉一般経費に１，３８４万４，

０００円を計上しております。自治体情報システム標準化に伴う経費に６０２万３，０００

円を計上しております。 

　　９０ページから９２ページまでにわたる障害者自立支援事業において、補装具給付や自立

支援給付費など必要な施策に係る経費として、総額で４億３，３５３万円を計上しておりま

す。 

　　地域生活支援事業には３，５８７万２，０００円を計上しております。成年後見制度の利

用促進など、判断能力の低下や障害の有無にかかわらず、誰もが尊厳ある本人らしい生活を

続けることができるよう、意思決定支援や権利擁護支援の取組をより一層推進してまいりま

す。 

　　次に、９３ページからの４目、老人福祉費では、９４ページ下段の在宅高齢者等生活支援

事業に２，９１３万３，０００円を計上しております。在宅の高齢者等が住み慣れた地域社

会の中で、引き続き自立した生活をしていくことを支援し、高齢者等の健康の保持と福祉の

増進を図るため、外出支援や食の自立支援などの各種サービス業務委託料等を計上しており

ます。 

　　次に、９５ページからの２項、児童福祉費、１目、児童福祉総務費では、各種医療費助成

事業、子育てに係る給付及び助成事業を主なものとして計上しております。 

　　９６ページ下段の子育て支援一般経費に１，３１９万１，０００円を計上しております。

国のこども大綱を受けて、本町のこどもまんなか社会の実現に向け、子どもや若者への支援

方針をまとめた第１期京丹波町こども計画の策定に取り組むとともに、地域で子育てを育む

仕組みづくりとして、ファミリー・サポート・センター事業の委託運営、広域的な病児保育

事業の推進などを図ってまいります。 

　　次に、９８ページの児童手当支給事業には１億７，８１８万円を計上しております。家庭

等における生活の安定と、次代の社会を担う児童の健やかな成長のための支援の促進を図り
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ます。 

　　１００ページのすこやか子育て支援金事業では、すこやか子育て支援金に１，１２０万円

を計上し、子育て家庭の児童等の入学時の費用負担を軽減するとともに、児童等の健全な育

成に資すること及び本町在住の子どもたちを長期にわたり応援することで、定住人口の増加

と町の活性化を図ってまいります。 

　　次に、１０５ページからの４款、衛生費でございます。 

　　まず、１項、保健衛生費、１目、保健衛生総務費の保健衛生一般経費では、船井郡衛生管

理組合新火葬場建設に係る分担金として１億８，６６３万７，０００円を計上しております。 

　　１０８ページのウェルネス京丹波事業（健康増進事業）には４５４万２，０００円を計上

しております。個別及び集団への保健指導、健康教育講座などを実施し、健康増進、健康寿

命延伸に向けてさらなる推進を図ってまいります。 

　　１１０ページの妊婦のための支援給付・妊婦等包括相談支援事業には３５７万１，０００

円を計上しております。妊婦等包括相談支援事業と妊婦のための支援給付を効果的に組み合

わせて実施することにより、妊婦等の身体的、精神的ケア及び経済的支援を実施するもので

あります。 

　　次に、１１３ページの６目、保健センター管理費では、保健センター管理事業に６，６５

９万２，０００円を計上しております。管理経費と合わせまして、２階部分の空調整備更新

費用として、測量設計監理業務等委託料に３００万円を、瑞穂保健福祉センター改修工事に

５，０００万円をそれぞれ計上しております。 

　　次に、１１５ページからの６款、農林水産業費でございます。 

　　１１７ページからの３目、農業振興費では、事業項目も大変多くございまして、特に主立

ったものについて申し上げます。 

　　まず、１１８ページの新規就農育成総合対策事業に１，５００万円を計上しております。

次世代を担う農業者の育成・確保に向け、経営発展のための機械・施設等の導入支援をはじ

め、総合的に支援をしてまいります。 

　　「食の京都ＴＡＢＬＥ」整備支援事業に９３万３，０００円を計上しております。道の駅

「京丹波　味夢の里」における地域特産品を加工販売するための設備等に対し支援をするも

のであります。 

　　中山間地域等直接支払事業に１億１，８０３万１，０００円を計上しております。第６期

のシステム更新経費も含め、町内各集落の９０９ヘクタールを協定面積として交付金を交付

するものであります。 



－５６－

　　次に、１２０ページの水田農業構造改革対策助成事業には３，０１６万６，０００円を計

上し、黒大豆や小豆、京野菜などの高付加価値の作物生産を水田で実施することを促進助成

するとともに、多面的機能支払交付金事業に９，５７６万４，０００円を計上し、多面的機

能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動を支援いたしま

す。 

　　また、農業振興施策における重要課題であります有害鳥獣対策事業に８，６８４万５，０

００円を計上しております。引き続き、有害鳥獣の捕獲に係る各種捕獲報償金や防護柵設置

をはじめとする被害防止施設等設置に係る助成金等、また、狩猟者の高齢化が進む中、わな

免許の新規取得や銃器免許の新規取得等に対する助成による捕獲従事者の育成などについて

の取組とあわせ、ドローン等ＩＣＴを活用した捕獲活動の実施、駆除や追い払いの研究や操

作技術の取得に取り組むなど積極的な事業推進を図ってまいります。 

　　次に、１２２ページの京の地域特産物応援事業に１，０６３万９，０００円を計上してお

ります。地域の小豆、黒大豆、大豆、小麦、ソバなどの地域特産物を加工業者と結びつけな

がら生産拡大や品質向上を図るものであり、対象作物の生産に必要な農業機械の導入を支援

をいたします。 

　　耕種農家緊急支援交付金事業に８７０万円を計上しております。農業資材費の高止まりが

続く中、本町の特産品であります黒大豆、小豆の生産継続を支えるために、作付面積に応じ

た支援を行うものであり、１０アール当たり１万５，０００円の支援を行うこととしており

ます。 

　　なお、本事業に係る財源につきましては、国庫支出金の地方創生臨時交付金を全額充当い

たしております。 

　　スマート農業実装チャレンジ事業では、ＩＣＴを活用した農業機械の導入に対して支援を

行うものであり、令和７年度はラジコン草刈機及び直進アシスト田植機への補助としてスマ

ート農業実装チャレンジ事業補助金に２３６万８，０００円を計上しております。 

　　１２４ページの京野菜生産加速化事業では、京野菜の出荷調整作業の集約・省力化による

コスト低減を図り、安定した産地づくりを目指すものであり、令和７年度は紙ピロー包装機

への補助として６２２万４，０００円を計上しております。 

　　４目、畜産業費では、畜産農家緊急支援交付金事業に２，０３０万１，０００円の計上を

しております。家畜飼料費等の高止まりが続く中、畜産農家の経営継続を支えるために、飼

養頭数に応じた支援を行うものであり、酪農（乳用牛）は１頭当たり１万円、肉用牛は１頭

当たり５，０００円、養豚は１頭当たり６００円、肉用鶏は１羽当たり６０円、採卵鶏は１
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羽当たり１８円の支援を行うこととしております。 

　　なお、本事業に係る財源につきましては、国庫支出金の地方創生臨時交付金を全額充当い

たしております。 

　　５目、農地費では、まず、農地保全事業につきまして、農林漁業事業補助金として１１団

体が実施する農業用水路や農道等の施設改修工事に対する補助金も含め、総額で８９９万５，

０００円を計上しております。 

　　土地改良施設維持管理適正化事業に１，２１６万４，０００円を計上しております。防災

重点農業用ため池４８か所の点検を実施するとともに、角区のやな谷池改修工事に８００万

円を計上しております。 

　　１２６ページの土地改良施設維持管理事業に８，１００万円を計上しております。須知大

滝池の改修のための測量設計業務に４，８００万円、中台新町１号池の実施計画策定業務等

に１，０００万円を計上するとともに、鎌谷下・東又地区の圃場整備実施計画策定業務など

に係る経費として２，３００万円を計上しております。 

　　６目、山村開発センター費では、山村開発センター管理事業に７５７万円を計上しており

ます。管理経費とあわせまして、自動ドアの老朽化に伴う更新として改修工事に１００万５，

０００円を計上しております。 

　　７目、農村情報施設管理費では、自主放送施設管理事業に２，５６３万円を計上をしてお

ります。管理経費とあせまして、引き続き、番組制作委託料として１，０５９万６，０００

円を計上しております。 

　　あわせて、ケーブルテレビ民営化推進事業として２，５５０万円を計上しております。自

主放送番組の放映に必要なチャンネル使用料３３０万円と、民営化に係る事業者支援を行う

ため、令和７年度分のケーブルテレビ民営化補助金２，２２０万円として計上するものであ

ります。 

　　次に、１２９ページ以降の２項、林業費、２目、林業振興費であります。公有林整備事業

につきましては、再造林や下刈り等に係る経費について、公有林整備事業委託料に４，２５

４万４，０００円を計上しております。 

　　１３２ページの林道開設事業につきましては、林道開設工事として林道月ヒラ長老線の開

設工事費をはじめ、総額で１億１，２７４万１，０００円を計上しております。 

　　森林経営管理事業には４，６１５万７，０００円を計上しております。森林経営管理意向

調査等業務委託料に２，５０３万４，０００円を計上するとともに、境界推定図作成業務に

２，０００万円を計上し、放置山林の解消による森林の適正管理を図っていきます。 
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　　天然林整備事業に３９８万２，０００円を計上しております。天然林の不用木・不良木の

伐採・除去を行う町内林業事業体に補助金を交付するとともに、緑化フェアに向けた整備と

して天蓋山の景観伐採、松林内の下層植生の下刈りを実施するための天然林整備委託料に１

９８万２，０００円を計上しております。 

　　次に、７款、商工費でございます。 

　　１３８ページの起業・新産業育成事業では、引き続き町内での起業を支援し、町内の仕事

づくり、また起業者育成を推進するための経費やクラウドファンディングの活用支援に取り

組む経費などを盛り込み、３７４万８，０００円を計上しております。 

　　３目、観光費では、１４０ページの鐘乳洞公園管理運営事業に１，１６５万９，０００円

を計上しております。主には質志鐘乳洞公園管理運営補助金に１，０００万円を計上し、老

朽化が著しい施設内の施設及び設備等の更新を行うために必要な経費について補助するもの

であります。 

　　特産館「和」管理運営事業に２，５４２万５，０００円を計上しております。トイレの改

修工事として維持補修工事に５１２万４，０００円を計上し、適正な維持管理や設備投資に

より快適な環境整備を図るものであります。 

　　１４２ページの京丹波味夢の里管理運営事業に４，１８６万４，０００円を計上しており

ます。維持補修工事に３，２９８万９，０００円を計上し、自動ドアや消防設備の修繕や、

上屋テント広場の一部改修を実施をしてまいります。 

　　食の京丹波推進事業には５６５万円を計上しております。京丹波町最大の魅力である「食」

を町に人を呼ぶ観光コンテンツとして位置づけ、観光誘客を図ってまいります。令和７年度

は京丹波町合併２０周年記念イベントの共催など、２日間の開催予定としております。 

　　次に、１４１ページからの８款、土木費でございます。 

　　１４３ページ下段からの２項、道路橋りょう費、２目、道路維持費では、道路橋梁維持管

理事業に４，１９３万２，０００円を計上するとともに、交通安全施設設置事業に２００万

円を、通学路等交通安全対策事業に４８０万円をそれぞれ計上し、安心安全な道路環境を整

備してまいります。 

　　また、雪寒道路維持事業では、新たに５トン級の除雪ドーザーの購入費用として２，６０

０万円を計上し、冬期における安全な道路環境を構築してまいります。 

　　１４７ページからの３項、河川費、１目、河川総務費では、河川維持管理事業に３，３４

５万５，０００円を計上しております。河川の除草に対する謝礼金や３か所の河川修繕工事

に係る経費等を計上し、河川の修繕要望等に応えていきます。 
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　　４項、都市計画費、１目、都市計画総務費では、都市緑化フェア推進事業に１，８２８万

７，０００円を計上しております。都市緑化フェア実行委員会負担金に１，５０９万７，０

００円を計上するとともに、町有林を使用した木のプランター製作材料費に２００万円を計

上するなど、令和８年秋のフェア開催に向けて取組を進めてまいります。 

　　６項、住宅費、１目、住宅管理費では、木造住宅耐震診断事業及び木造住宅耐震改修事業

では、町内木造耐震化率の向上に向けた推進を図るために、耐震診断事業で耐震診断士派遣

業務委託料に１０戸分５２万円を、また、耐震改修事業で木造住宅耐震改修補助金に本格改

修５戸分、簡易改修２戸分、耐震シェルター１戸分の合計８９７万５，０００円を計上して

おります。 

　　次に、９款、消防費でございます。 

　　１５１ページから１５４ページまでにわたります、４目、防災費では、防災事業に１，８

４１万５，０００円を計上しております。京都府衛星通信系防災情報システムの老朽化に伴

う機器更新に係る負担金として、京都府衛星通信系防災情報システム整備負担金に１，６７

９万円を計上しております。 

　　また、自主防災組織育成事業に１８６万円を計上しております。線状降水帯等の事前予測

が困難な突発的事象への対応をはじめ、異なる地理的条件の下での現場判断や団員数が減少

する消防団との密接な連携などが行えるよう、区等が主体で避難所開設や運営等を担う体制

整備として、新たに区等を補助対象組織に位置づけ、年間２万円の補助金を交付をいたしま

す。 

　　次に、１５３ページからの１０款、教育費でございます。 

　　まず、１項、教育総務費、２目、事務局費では、１５６ページの下段、探求的な学び京丹

波グリーンスクール事業に４８万２，０００円を計上しております。新しい時代に求められ

る主体的、対話的で深い学びを実現するために、探求的な学習として京丹波グリーンスクー

ルを実践いたします。 

　　１５７ページの３目、育英費では、育英資金給付事業特別会計繰出金に１，０００万円を

計上しております。育英基金の残高が減少する中、令和６年度に一般寄附金で積立てをいた

しました振興基金を活用し、持続可能な取組を進めてまいります。 

　　１６３ページからの３項、中学校費、２目、教育振興費では、１６８ページの次世代を担

う小中学生の夢と提案を実現するプロジェクト事業に１０万円を計上しております。地域に

根差した探求学習の進化を目指し、地域課題を検証・提案し、そういった提案の成果をまち

づくりに生かす取組を進めてまいります。 
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　　１６７ページの４項、社会教育費、１目、社会教育総務費では、１７０ページ中ほどの京

丹波町民大学運営事業に６９万６，０００円を計上しております。町の良さを再確認すると

ともに、町に対する誇りの醸成を図るため、京丹波町の「人」「物」「事」「歴史」を題材

にした講演、講座の開催をいたします。令和７年度は町合併２０周年記念事業の講座も含め

全２１講座を計画をしております。 

　　次に、１７３ページの３目、図書館費では、京丹波町どこでも図書館管理運営事業として

１，１７２万９，０００円を計上しております。きめ細かな図書サービスの提供と読書環境

の充実、移動図書館車による訪問の充実を図るとともに、図書館に足を運んでもらうための

趣向を凝らした多彩なイベントの実施など、図書館サービスのさらなる充実を図り、町民が

生涯にわたって行う学習活動を支援するものであります。 

　　４目、文化財保護費では、社寺等文化資料保全補助事業に６３５万１，０００円を計上し

ております。文化財修繕のための経費の一部を助成する社寺等文化資料保全補助金に２９０

万１，０００円を計上するとともに、渡邉家住宅の屋根ふき替えに係る経費は、令和８年度

までの２か年にわたるものであり、クラウドファンディングで寄附いただいた４００万円の

うち、振興基金に３４５万円を積み立て、財源確保を図るものであります。 

　　また、１７６ページの「地域の宝」（人材・文化財等）調査活用推進事業に１７７万２，

０００円を計上しております。文化財調査活用アドバイザーに係る経費のほか、山城を活用

した現地ツアー等の実施や地域学芸員養成講座を実施するほか、文化財保存活用地域計画の

策定及び国指定重要文化財「紙本墨書　方丈記」の世界記憶遺産登録に向けた調査・研究に

係る経費を計上し、地域への誇りや郷土愛を醸成し、本町の文化振興と人材育成の推進を図

ります。 

　　１７７ページの５項、保健体育費、２目、体育施設費では、体育施設維持管理事業に８６

８万７，０００円を計上しております。わちグラウンド体育倉庫の解体撤去に係る費用及び

撤去後のスペースに新たな倉庫設置工事に係る費用として、体育施設改修工事に１７８万８，

０００円を計上しております。 

　　１７７ページから１８０ページにわたります、６項、１目、学校給食費の学校給食事業に

９，９６１万７，０００円を計上しております。オーガニック食材の活用促進に向け、米飯

給食において、町内産の特別栽培米の確保、供給の取組など、「食の町・京丹波」ならでは

のより安心・安全な学校給食を推進していきます。 

　　最後に、１８１ページの１２款、公債費でございますが、１６億２，４５０万９，０００

円を計上しております。内訳としましては、１８２ページの長期債償還元金に１３億７，３
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４４万７，０００円を、また、令和７年度は２億円の繰上償還元金を計上しております。あ

わせて、長期債償還利子など利子合計で５，１０６万２，０００円を計上しております。 

　　また、予算資料として、編成概要及び事業ごとにまとめました資料も配付をさせていただ

いておりますので、参考としてご覧いただけたらと思います。 

　　以上、議案第１９号　一般会計当初予算の補足説明といたします。ご審議賜りますようよ

ろしくお願いをいたします。 

○議長（梅原好範君）　大西住民課長。 

○住民課長（大西義弘君）　それでは、議案第２０号　令和７年度京丹波町国民健康保険事業

特別会計予算について、補足説明を申し上げます。 

　　５ページからの事項別明細書、歳入をお願いいたします。 

　　１款、国民健康保険税ですが、被保険者数を２，７６８人、世帯数を１，８８０世帯とし

て算定をしております。収納率は９６．７９％としております。全体としては２億３，１０

２万９，０００円で、前年度と比べ５４２万３，０００円の減としております。この減少は、

団塊の世代が後期高齢者への移行や社会保険の加入者数の増加等により、被保険者数が減少

すると見込まれるものでございます。 

　　３款、府支出金、１項、府補助金、１目、保険給付費等交付金、１節、普通交付金は、保

険給付に要する費用を京都府から交付されるもので１３億２，９８５万円を計上しておりま

す。 

　　２節、特別交付金のうち、国民健康保険保険者努力支援交付金は、医療費の適正化に向け

た取組等に対する支援として８６４万９，０００円を計上、前年度と比べ１０９万６，００

０円の減となっております。 

　　次に、その下の特別調整交付金（市町村分）は、保健事業に係る経費、後発医薬品の利用

促進に係る差額通知の発送経費、和知診療所及び和知歯科診療所に係るへき地直営診療所運

営費などの交付金を中心に２，８６６万円を計上しております。 

　　次の府繰入金（２号分）は、保健事業に係る経費、レセプト点検員に対する交付金など２，

３９１万７，０００円を計上。 

　　特定健康診査等負担金は、特定健康診査及び特定保健指導に要する費用の３分の２相当分、

４５２万８，０００円を計上しております。 

　　７ページ、５款、繰入金、１項、他会計繰入金、１目、一般会計繰入金、１節、保険基盤

安定繰入金（保険税軽減分）４，６８８万９，０００円は、保険税の７割、５割、２割とい

った低所得者軽減分を府４分の３、町４分の１の負担割合で一般会計から繰り入れるもので
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ございます。 

　　２節、保険者支援分２，３３２万７，０００円は、低所得者を多く抱える保険者を支援す

ることを目的に、国２分の１、府４分の１、町４分の１の負担割合で一般会計から繰り入れ

るものでございます。 

　　３節、未就学児均等割保険税繰入金は、未就学児に係る均等割保険税の５割を軽減する制

度で、５割軽減分を公費負担として一般会計から５３万８，０００円を、４節、産前産後保

険税繰入金は、産前産後の保険税を免除する制度で、免除に係る公費負担として一般会計か

ら４万２，０００円をそれぞれ国２分の１、府４分の１、町４分の１の負担割合で繰り入れ

るものでございます。 

　　５節、職員給与費等繰入金は、主に会計年度任用職員の人件費と事務費の繰入れで１，３

６６万６，０００円を計上。 

　　６節、出産育児一時金等繰入金は５００万円の３分の２、３３３万３，０００円を計上し

ております。 

　　７節、財政安定化支援事業繰入金は、国民健康保険事業に係る交付税算入見合い分として

１，５００万円を計上し、８節、その他一般会計繰入金は、健康管理センター事業分４３１

万４，０００円及び保健事業の人間ドックがん検診分４０万円を計上しております。 

　　次の２項、基金繰入金、１目、国民健康保険財政調整基金繰入金は、本年度も財源不足の

対応として、前年度と比べ２，６４６万２，０００円多い９，８２８万６，０００円を計上

しております。先ほどの町長の提案理由説明のとおり、国民健康保険税の大幅な減少に対し、

京都府納付金が増加した結果、多額の財源不足が生じており、令和７年度も財政調整基金を

取り崩して対応することといたしました。新聞報道等でもございましたとおり、京都府納付

金の大幅な引上げや国保被保険者の減少等により、多くの自治体で国保料の引上げが行われ

ています。本町におきましては、平成２１年度以降、税率を引き上げることなく、基金を活

用しながら国保財政を運営してきましたが、今後ますます被保険者数の減少等が想定される

中で、本町国保の安定した運営に向けて、今後様々な検討を進めてまいりたいと考えており

ます。 

　　続きまして、１１ページからの歳出をお願いいたします。 

　　１款、総務費です。１項、総務管理費、１目、一般管理費では、運営事務費、レセプト点

検の会計年度任用職員に係る人件費などを計上し、２項、徴税費、１目、賦課徴収費、３項、

１目、運営協議会費とそれぞれ合わせて、総務費全体で１，４６９万９，０００円を計上し

ております。前年度と比べ１２８万８，０００円の増で、システム改修負担金などが増加の
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主な理由でございます。 

　　１３ページの２款、保険給付費、１項、療養諸費は１１億５，２２８万８，０００円で、

１目、一般被保険者療養給付費では１１億４，０００万円を計上しております。 

　　次に、２項、高額療養費は、高額な治療を見込み１億８，０２０万円としております。 

　　４項、出産育児諸費、１目、出産育児一時金は、１件当たり５０万円の１０件分、計５０

０万円を計上し、５項、葬祭諸費、１目、葬祭費は、１件当たり５万円の４０件分、２００

万円を計上しております。 

　　１３ページから１５ページにかけての６項、１目、精神・結核医療付加金は、精神障害医

療及び結核医療の自己負担分を給付するもので１８０万円を計上しております。 

　　同じく１５ページ、７項、１目、傷病手当金は、令和５年５月８日、新型コロナウイルス

感染症の感染症法上の位置づけが１類から５類に移行したことに伴い、傷病手当金制度は終

了いたしましたが、請求漏れに備え１０万円を計上しております。 

　　３款、国民健康保険事業費納付金は、都道府県が市町村に保険給付費等交付金として交付

するための財源として、都道府県が市町村から徴収するものでございます。都道府県は、都

道府県全体の保険給付費の必要額の見込みを立て、所得水準や医療費水準を考慮して市町村

ごとに配分するというものでございます。 

　　令和７年度は、合計で４億１，３３１万３，０００円で、前年度と比べ１，２１８万５，

０００円の増となりました。被保険者数は減少しておりますが、医療費の増加見込みなどに

よる増加となっております。 

　　４款、１項、保健事業費、１目、疾病予防費では、疾病予防事業で医療費通知のほか、後

発医薬品利用促進や服薬情報の委託料、人間ドック助成金など７８４万９，０００円を計上。

このうち、人間ドック助成金５１８万１，０００円は、１７０件分を見込んでおります。一

般会計繰入金の２０万円は、ウオーキングアプリを利用したウェルネス京丹波（ポイント事

業）への繰出し分として計上をいたしております。 

　　次の健康増進事業と健康づくり推進事業は、一般会計で実施しておりますがん検診や生活

習慣病予防など、保健指導に係る国保被保険者分の費用を国保の保健事業に位置づけ、その

費用の一部を負担するもので、一般会計への繰出金として２０５万８，０００円、６４万２，

０００円をそれぞれ計上をいたしております。 

　　１５ページ下段から１７ページにかけての２項、１目、特定健康診査等事業費は、１８ペ

ージの上段、特定健康診査等事業は、集団健診の方法で実施する４０歳から７４歳までの被

保険者の特定健診等に係る費用として、一般会計繰出金１，２５７万２，０００円を計上い
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たしております。 

　　前後いたしますが、その上の特定健診委託料２１８万２，０００円は、例年実施をしてお

ります５００円の自己負担金で受けられる個別健診に係るものと、今回新たに特定健診未受

診者のうち、生活習慣病受診者で、定期的に決まった医療機関に通院されている方を対象に、

その医療機関で血液検査や尿検査を実施している場合、その結果に不足する検査を追加した

上で該当の診療情報の提供を受けて特定健康診査の結果とみなす、みなし健診に係る委託料

でございます。 

　　３項、健康管理センター事業費４９９万１，０００円は、施設管理、保健指導、健康増進

指導の費用を計上いたしております。 

　　７款、諸支出金、１９ページの３項、繰出金、１目、直営診療施設繰出金は、病院事業会

計に対し、特別調整交付金分として２，７５７万５，０００円を繰り出すこととしています。 

　　以上、議案第２０号の補足説明とさせていただきます。 

　　続きまして、議案第２１号　令和７年度京丹波町後期高齢者医療特別会計予算について、

補足説明を申し上げます。 

　　会計の概要といたしましては、主に高齢者の医療の確保に関する法律の規定により、保険

料を徴収し、京都府後期高齢者医療広域連合に納付すること及び保険料の低所得者軽減に係

る保険基盤安定繰入金を一般会計から受入れ、広域連合に納付するというものでございます。 

　　保険料や基盤安定負担金については、広域連合の規定に基づき予算を編成しております。 

　　５ページからの事項別明細書、歳入をお願いいたします。 

　　１款、保険料でございます。保険料は、広域連合の保険料算定に基づき、前年度と比べ９

９９万３，０００円増の２億２，１９２万２，０００円を計上しております。 

　　保険料率は、広域連合議会で２年ごとに決定されており、令和７年度は保険料率の改定は

ございません。 

　　１節の現年度分特別徴収保険料と２節の普通徴収保険料は、令和６年度の調定額により案

分し、特別徴収を保険料試算額の約７６％として１億６，８５８万５，０００円、普通徴収

を約２４％として５，３２３万７，０００円を計上しております。人数にいたしますと令和

７年１月末現在では特別徴収が２，８９３人、普通徴収が４０２人となっております。 

　　３款、繰入金、１項、１目、一般会計繰入金、１節、事務費繰入金は４６４万７，０００

円。 

　　２節、保険基盤安定繰入金は８，７８７万７，０００円で、保険料の７割、５割、２割と

いった低所得者軽減分を公費で補うため、府４分の３、町４分の１の負担割合で一般会計か
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ら繰り入れるものでございます。 

　　３節、保健事業費繰入金３０９万６，０００円は、人間ドック助成、個別健診等の財源と

して、町独自の上乗せ分を計上いたしております。 

　　次に、４款、繰越金４００万円は、出納整理期間中に収納する保険料分を見込んでおりま

す。 

　　５款、諸収入のうち、７ページからの３項、１目、雑入は、京都府後期高齢者医療広域連

合助成金として、人間ドックや健康診査等の助成金９１万９，０００円などを計上いたして

おります。 

　　次に、９ページからの歳出の主なものを申し上げます。 

　　１款、総務費、１項、総務管理費、１目、一般管理費は、７５歳到達時や一斉更新に係る

資格確認書の郵送料など２６４万９，０００円を計上しております。 

　　次の２項、１目、徴収費、１５９万８，０００円は、保険料決定通知書等の印刷費や郵送

料、システム改修に係る負担金などを計上いたしております。 

　　２款、後期高齢者医療広域連合納付金は、徴収した保険料と保険料の低所得者軽減分の負

担金を広域連合に納付するもので、保険料等負担金は２億２，５９２万３，０００円、また、

保険料の低減所得者軽減に係る基盤安定負担金は８，７８７万８，０００円を計上いたして

おります。 

　　３款、１項、保健事業費、１目、疾病予防費は、健康診査等事業で５００円の自己負担金

で受けられる個別健診の委託料に１０人分、８万７，０００円、人間ドック助成金、７割助

成ですが、受診者が増加する傾向にあり、１２５人分の３８２万２，０００円を計上いたし

ております。 

　　以上、議案第２１号の補足説明とさせていただきます。ご審議賜りますようよろしくお願

いをいたします。 

○議長（梅原好範君）　原澤福祉支援課長。 

○福祉支援課長（原澤　洋君）　議案第２２号　令和７年度京丹波町介護保険事業特別会計予

算の事業勘定とサービス事業勘定分につきまして、その概要をご説明申し上げます。 

　　まず、事業勘定の歳入歳出の予算の総額をそれぞれ２１億２７２万２，０００円と定める

ものでございます。前年度と比較をいたしますと３，９３１万８，０００円、約１．９％の

増となっております。 

　　令和６年度から令和８年度までを計画期間とする第９期介護保険事業計画の２年目に当た

ります。今期計画のサービス見込量を基本としつつ、サービス利用状況などを加味して予算
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計上させていただくものでございます。 

　　初めに、３ページの第２表をお願いいたします。 

　　債務負担行為につきましては、高齢者福祉計画及び第１０期介護保険事業計画策定業務と

いたしまして、令和８年度の事業費として３７６万２，０００円を計上しております。次期

計画の策定に当たりまして、効果的、効率的に計画策定事務が進められるよう専門的な知識

を有する事業者に策定支援を委託することとしております。令和７年度からの２か年で取組

を進めることとし、次年度に委託予定の事業費を計上しております。 

　　なお、委託業務全体の予定事業費は７１０万６，０００円でございます。 

　　次に、事項別明細書の５ページをお願いいたします。 

　　歳入の１款、保険料、１目、第１号被保険者保険料は、第１号被保険者を５，５３８人と

見込み、３億４，１２７万３，０００円、前年度と比較して４２１万５，０００円の減。そ

の内訳では、現年度分特別徴収保険料が３億２，２５６万円、現年度分普通徴収保険料が１，

８５１万３，０００円となっております。収納率は、現年度分全体で９９．３％を見込んで

おります。 

　　３款の国庫支出金、１項、国庫負担金、１目の介護給付費負担金は、現年度分として３億

５，７９５万４，０００円。保険給付費のうち施設等給付費の１５％、その他の給付費の２

０％で算出をしております。 

　　２項の国庫補助金、１目の調整交付金につきましては、保険給付費分と地域支援事業分合

わせて１億６，７９７万８，０００円とし、交付率は８．２％で計上をしております。 

　　２目の地域支援事業交付金は、全体で１，５６０万３，０００円、一般介護予防事業分、

介護予防・生活支援サービス事業分の２０％と、包括的支援事業・任意事業分の３８．５％

で算出をしております。 

　　７ページをお願いいたします。 

　　３目の保険者機能強化推進交付金につきましては、高齢者の自立支援や要介護状態の重度

化防止に向けた保険者の取組を推進するための交付金であり、１９９万７，０００円を計上

しております。 

　　４目の介護保険保険者努力支援交付金は、介護予防や健康づくり等の取組を推進するため

の交付金であり、３８３万３，０００円を計上しております。 

　　４款の支払基金交付金につきましては、１目、介護給付費交付金として５億４，５９３万

５，０００円。２目、地域支援事業支援交付金では７１６万９，０００円を計上しておりま

す。いずれも交付率を２７％で算出をしております。 
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　　５款の府支出金、１項、府負担金、１目、介護給付費府負担金の２億９，９１９万円は、

施設等給付費の１７．５％、その他の給付費の１２．５％で計上しております。 

　　２項、府補助金、１目、地域支援事業交付金８４６万４，０００円は、一般介護予防事業、

介護予防・生活支援サービス事業等の１２．５％、包括的支援事業・任意事業の１９．２

５％で計上しております。 

　　次に、９ページの７款、繰入金、１項、一般会計繰入金につきましては、１目の介護給付

費繰入金として２億５，２７４万８，０００円、２目の地域支援事業繰入金では８５８万７，

０００円を計上しております。いずれも基準に基づき繰入れを行うものでございます。 

　　３目、低所得者保険料軽減繰入金は、公費による保険料の軽減措置分として２，１２２万

５，０００円を計上しております。 

　　２項、基金繰入金では、保険給付費の伸び等に伴う財源不足について基金を活用すること

とし、４，７８５万２，０００円を計上しております。 

　　以上が歳入でございます。 

　　続きまして、１３ページの歳出をお願いいたします。 

　　１款、総務費では、１項、総務管理費、１目、一般管理費で１９６万４，０００円。２項、

徴収費、１目、賦課徴収費に１４９万８，０００円。３項、介護認定審査会費では、認定調

査員の会計年度任用職員人件費を含み１，４９８万５，０００円を計上しております。 

　　また、１５ページにわたりますが、４項、計画策定委員会費では、主に第１０期介護保険

事業計画等の策定に向けた業務委託料を主なものとし、３８３万９，０００円を計上してお

ります。 

　　１５ページの２款、保険給付費でございます。 

　　１項の介護サービス等諸費の主なものといたしまして、１目の居宅介護サービス給付費で

は、訪問介護や通所介護等に係る給付費として６億６７９万５，０００円を見込んでおりま

す。 

　　２目の地域密着型介護サービス給付費では、全体で３億２，８３０万４，０００円を計上

しております。定員２９人以下の小規模な特別養護老人ホームやグループホーム等の利用に

係るものでございます。 

　　３目の施設介護サービス給付費は８億４，４３８万６，０００円で、特別養護老人ホーム

や介護老人保健施設などの入所に係る費用を見込んでおります。 

　　２項の介護予防サービス等諸費では、要支援認定者のサービス利用に係る経費として、全

体で１，４１２万円を計上しております。 
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　　次に、１７ページ中ほどの５項、特定入所者介護サービス等費では、低所得の施設入所者

に対する食費、居住費の負担限度額を超えた部分について補足給付を行うもので、７，４０

９万３，０００円を計上しております。 

　　以上、保険給付費の総額は、２０億２，１９８万５，０００円を計上し、前年度に比べ約

１．８％、３，５６２万２，０００円の増としております。 

　　続きまして、１７ページ最下段の３款、地域支援事業費でございます。 

　　１９ページにわたりまして、１項、一般介護予防事業費につきましては、介護予防事業の

活動支援や普及に係る経費として、全体で４８３万３，０００円を計上しております。 

　　２項の介護予防・生活支援サービス事業費につきましては、現行相当サービスなど総合事

業に係る経費として、全体で２，２１２万７，０００円を計上しております。 

　　２１ページの４項、包括的支援事業・任意事業費につきましては、１目の包括的支援事業

費として、全体で１，８７３万８，０００円を計上しております。主に、生活支援コーディ

ネーター設置事業委託料や認知症施策に係る経費を計上しております。 

　　下段の２目、任意事業費は、全体で９６５万７，０００円を計上しております。紙おむつ

等の購入に係る家族介護用品支給事業などが主な内容でございます。 

　　次に、２３ページ、５款、基金積立金では、基金利子分の９万４，０００円を計上し、介

護保険給付費準備基金に積み立てることとしております。歳入でご説明申し上げました基金

繰入れの４，７８５万２，０００円を差し引き、令和７年度末の基金残高につきましては、

本当初予算ベースで２億１，４４３万９，０００円と見込んでおります。 

　　以上、事業勘定の説明とさせていただきます。 

　　続きまして、サービス事業勘定の説明を申し上げます。 

　　歳入歳出の総額を３４５万円と定めるものでございます。前年度と比べまして約５％、１

８万円の減となっております。 

　　それでは、事項別明細書５ページをお願いいたします。 

　　歳入では、１款、サービス収入、１目、居宅支援サービス計画費収入が主な収入でござい

ます。委託分も含めまして地域包括支援センターが作成する介護予防サービスのケアプラン

作成に係る収入として３４４万９，０００円を計上しております。 

　　次に、７ページをお願いいたします。 

　　歳出では、２款、事業費、１目、居宅介護支援事業費が３３９万４，０００円で、要支援

者の介護予防の計画作成に係る事業所への委託料１９９万９，０００円などを計上しており

ます。 
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　　また、居宅支援サービス計画費収入から計画作成等に必要となる金額を差し引いた１０２

万４，０００円を一般会計繰出金として計上しております。 

　　以上、事業勘定及びサービス事業勘定の補足説明とさせていただきます。ご審議のほどお

願い申し上げます。 

○議長（梅原好範君）　中野医療政策課長。 

○医療政策課長（中野竜二君）　続きまして、老人保健施設サービス勘定について、補足説明

を申し上げます。 

　　歳入歳出予算は、前年度より４３万６，０００円減の１億６，１７０万７，０００円と定

めるものです。 

　　それでは、事項別明細書５ページ、６ページをご覧ください。 

　　歳入では、１款、サービス収入は、前年度より２６３万円増の８，０４４万円を計上して

おります。 

　　１項、介護給付費収入、１目、居宅介護サービス費収入は、短期入所に係る収入で、利用

者は延べ９１２人と見込み、１，０３９万円を計上しております。 

　　２目、施設介護サービス費収入は、長期入所に係る収入で、利用者は個室で延べ３６５人、

多床室延べ４，０９０人と見込み、５，２２４万円を計上しております。 

　　２項、介護予防給付費収入、１目、介護予防サービス費収入は、要支援の方の短期入所に

係る収入で、年間２４人、２３万円を見込んでおります。 

　　３項、自己負担金収入は、室料、食費等それぞれのサービスに係る収入として１，７５８

万円を計上しております。 

　　３款、繰入金、一般会計繰入金は、収支の均衡を図るため、前年度より３１０万８，００

０円減の７，９７１万５，０００円を計上しております。 

　　続きまして、９ページ、１０ページ、歳出でございます。 

　　１款、総務費、一般管理事業では、老健施設長と和知診療所長を兼務する医師の給料費を

折半する医師給与分担金１，１３４万６，０００円を計上しております。また、令和７年４

月からの宿日直業務の廃止に伴う電子錠等設置工事やエレベーター改修工事など施設整備等

改修工事に３８５万１，０００円など、施設管理等に必要な経費２，８２５万３，０００円

を計上しております。人件費では職員７名分、６，０３６万９，０００円、フルタイムの会

計年度任用職員は８名分、４，４９２万１，０００円、１１、１２ページに移っていただき

まして、パートタイムの会計年度任用職員は４名分、５６５万６，０００円をそれぞれ計上

しております。 
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　　２款、介護サービス事業費、１目、施設介護サービス事業費は、施設利用者にサービスを

提供するための経費で２，２２０万８，０００円を計上し、前年度より１３万３，０００円

の増となっております。 

　　以上、簡単ではございますが、老人保健施設サービス勘定の補足説明とさせていただきま

す。ご審議賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（梅原好範君）　山内財政課長。 

○財政課長（山内明宏君）　議案第２３号　令和７年度京丹波町土地取得特別会計予算につき

まして、補足説明を申し上げます。 

　　それでは、ページをめくっていただきまして、事項別明細書の５ページから６ページまで

をご覧ください。 

　　歳入でございますが、土地開発基金利子としまして１万１，０００円を計上しております。 

　　次に、７ページから８ページまでをご覧ください。 

　　歳出でございますが、土地基金費の土地開発基金繰出金に歳入と同額の１万１，０００円

を計上しております。定額の資金を運用するための基金であり、支出科目は繰出金からの支

出となります。 

　　以上、議案第２３号の補足説明といたします。ご審議賜りますようよろしくお願いをいた

します。 

○議長（梅原好範君）　宇野学校教育課長。 

○学校教育課長（宇野浩史君）　議案第２４号　令和７年度京丹波町育英資金給付事業特別会

計予算につきまして、補足説明させていただきます。 

　　まず、歳入についてでございます。 

　　事項別明細書６ページをご覧ください。 

　　主な歳入につきましては、繰入金といたしまして、一般会計から１，０００万円を、育英

基金から８７万９，０００円をそれぞれ繰り入れることとしております。 

　　次に、事項別明細書８ページをご覧ください。 

　　歳出についてでございますが、育英給付金としまして６７８万円を計上しております。こ

の給付金につきましては、令和６年度の実績を基に、おおむね５人増といたしまして、大学

生２０人、専門学校生８人、高等専門学校生２人、高校生１７人、合計４７人分を見込むも

のであります。 

　　なお、本年度も、高校入学生及び同一世帯２人目以降の給付について全額支給することと

しております。 
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　　また、事業を安定的かつ継続的に実施するため、育英基金への繰出金に４０９万５，００

０円を計上し、基金の増強を図ります。 

　　以上、議案第２４号の補足説明とさせていただきます。ご審議いただき、ご賛同賜ります

ようよろしくお願いをいたします。 

○議長（梅原好範君）　堀企画情報課長。 

○企画情報課長（堀　友輔君）　議案第２５号　令和７年度京丹波町町営バス運行事業特別会

計予算につきまして、補足説明を申し上げます。 

　　令和７年度の歳入歳出予算の総額は、１億７，３６８万１，０００円で、前年度と比較し

２４万７，０００円の減額となっています。 

　　それでは、主な予算の内容につきまして、事項別明細書によりご説明申し上げます。 

　　５、６ページをご覧ください。 

　　まず、歳入について説明いたします。 

　　１款、１項、事業収入、１目、運行事業収入では、１節、一般の乗車に係る運賃収入３７

１万１，０００円、２節、小中学生の通学に係る受託収入１，００２万４，０００円を計上

しています。 

　　３款、１項、繰入金、１目、他会計繰入金、１節、一般会計繰入金は、１億２，３２２万

８，０００円を見込んでおります。 

　　５款、諸収入、１項、１目、雑入、１節、雑入の器材賃貸借料１，０００円は、桧山バス

停トイレ清掃に係るシルバー人材センターに対する用具貸出料で、町営バスフィーダー補助

金６３８万７，０００円につきましては、幹線につなぐ路線に対する運行補助金として、国

庫補助金を一旦、法定協議会である京丹波町地域公共交通会議で収受した後、本町へ納付す

るものです。 

　　６款、１項、町債、１目、バス事業債、１節、過疎対策事業債は、４５人乗り中型バス１

台の購入費の財源として、バス購入事業債２，８００万円を借り入れる予定としております。 

　　７款、府支出金、１項、府補助金、１目、総務費府補助金では、全路線を対象とする運行

補助として、京都府交通確保対策費補助金２３２万８，０００円を見込んでいます。 

　　次に、７、８ページをご覧ください。 

　　歳出について説明いたします。 

　　１款、１項、事業費、１目、運行事業費の運行一般事業では、１３路線、バス１９台に係

る運行管理経費を計上しています。主なものといたしまして、１０節、需用費では、タイヤ

などの消耗品、燃料費、バス事務所に係る光熱水費、車検費用及び修繕料など３，６１８万
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４，０００円を計上しております。 

　　１７節、備品購入費では、丹波バス事業所に配置予定としています４５人乗り中型バス１

台の購入費用２，８００万円を含む２，８１０万円を計上しています。 

　　会計年度任用職員人件費、フルタイム、パートタイムにつきましては、フルタイム職員１

５人、パートタイム職員６人の合計２１人の給料・報酬・保険料等を計上しています。 

　　以上、補足説明とさせていただきます。ご審議賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（梅原好範君）　田中総務課長。 

○総務課長（田中晋雄君）　議案第２６号　令和７年度京丹波町須知財産区特別会計予算につ

きまして、補足説明を申し上げます。 

　　令和７年度京丹波町須知財産区特別会計の予算総額は、歳入歳出それぞれ１２０万円とさ

せていただくもので、前年度と同額となっております。 

　　それでは、ページをめくっていただきまして、事項別明細書の５ページをご覧ください。 

　　歳入でございます。 

　　主なものといたしまして、１款、財産収入、１項、財産運用収入、１目、須知地区では、

財産貸付収入に３９万４，０００円を計上しております。須知区内管理地の駐車場貸付とし

て１３万円を、また、蒲生区内の鉄塔携帯電話基地敷地料として２６万４，０００円を計上

しております。 

　　２款、寄附金では、須知区で管理運営寄附金として３４万４，０００円を計上しておりま

す。 

　　３款、繰入金では、基金繰入金として３３万９，０００円を計上しております。竹野地区

の事業分として繰入れを行うものでございます。 

　　次に、７ページをご覧ください。 

　　歳出でございます。 

　　１項、須知地区では、１目、一般管理費として、管理会の運営に要する経費など４８万円

を計上するとともに、２目、財産管理費では、管理等に要する経費として３１万円を計上し

ております。 

　　同じく、２項、竹野地区では、１目、一般管理費として、管理会の運営に要する経費とし

て１６万１，０００円を計上するとともに、２目、財産管理費では、管理等に要する経費と

して２０万円を計上しております。 

　　以上、簡単ではございますが、議案第２６号の補足説明とさせていただきます。 

　　続きまして、議案第２７号　令和７年度京丹波町高原財産区特別会計予算につきまして、
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補足説明を申し上げます。 

　　令和７年度京丹波町高原財産区特別会計の予算総額は、歳入歳出それぞれ２５万５，００

０円とさせていただくもので、前年度より３，０００円の減額となります。 

　　ページをめくっていただきまして、事項別明細書の５ページをお願いいたします。 

　　歳入でございます。 

　　主なものといたしまして、２款、寄附金では、２１万９，０００円を計上しております。

高原地区５区からの寄附を見込んでおります。 

　　３款、繰越金では、３万３，０００円を計上しており、前年度３，０００円の減額となり

ます。 

　　次に、７ページをご覧ください。 

　　歳出でございます。 

　　管理会の運営に係る経費及び基金への積立てなど一般管理費で２０万５，０００円。財産

管理経費として４万円を計上しております。 

　　以上、簡単ではございますが、議案第２７号　京丹波町高原財産区特別会計予算の補足説

明とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○議長（梅原好範君）　豊嶋瑞穂支所長。 

○瑞穂支所長（豊嶋浩史君）　議案第２８号から議案第３１号までの桧山、梅田、三ノ宮及び

質美の各財産区特別会計につきまして、補足説明を申し上げます。 

　　議案第２８号　令和７年度京丹波町桧山財産区特別会計予算につきまして、歳入歳出予算

の総額はそれぞれ１，３３５万１，０００円と定めるものです。 

　　歳入の主なものでございます。 

　　事項別明細書５ページ及び６ページをご覧ください。 

　　１款、財産収入、１項、財産運用収入、１目、財産貸付収入、１節、土地建物貸付収入は、

ゴルフ場用地として１，０４４万６，０００円、携帯電話の無線基地用地として１５万円な

どを計上しております。 

　　２款、繰越金は、前年度繰越金に２４３万４，０００円を計上しております。 

　　次に、歳出の主なものでございます。 

　　事項別明細書７ページ、８ページをご覧ください。 

　　１款、総務費、１項、総務管理費、１目、一般管理費は、管理会委員報酬に４０万円など

必要な事務経費について９８万８，０００円を計上しております。 

　　２目、財産管理費は、直営林保育作業委託料に１３８万３，０００円ほか、工事請負費に
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井脇地内の高ノ扈林道災害復旧工事費に１４５万１，０００円など、財産管理に必要な経費

３６３万３，０００円を計上しております。 

　　３目、諸費は、桧山地域振興会補助金に１７０万円、各区を対象とした山林高度利用補助

金に４３３万円、区等の地域振興事業等に補助を行う桧山地域振興対策補助金に２００万円

など８５３万円を計上しております。 

　　次に、議案第２９号　令和７年度京丹波町梅田財産区特別会計予算につきまして、歳入歳

出予算の総額はそれぞれ７３４万円と定めるものでございます。 

　　歳入の主なものでございます。 

　　事項別明細書５ページ及び６ページをご覧ください。 

　　１款、財産収入、１項、財産運用収入、１目、財産貸付収入、１節、土地貸付収入は、無

線中継塔用地や管内８区への貸付料として５５６万８，０００円を計上しています。 

　　２款、繰入金は、歳入歳出の均衡を図るため、財政管理調整基金繰入金に１４８万８，０

００円を計上しております。 

　　次に、歳出の主なものでございます。 

　　事項別明細書７ページ及び８ページをご覧ください。 

　　１款、総務費、１項、総務管理費、１目、一般管理費は、管理会委員報酬に５４万円など

必要な事務経費について１０３万７，０００円を計上しております。 

　　２目、財産管理費は、無線中継塔などの用地貸付に係る該当区への土地貸付補償費に３１

９万６，０００円など必要な経費に３７５万３，０００円を計上しています。 

　　３目、諸費は、梅田地域振興会補助金に１３０万円、地元区等の地域振興事業に補助を行

う梅田地域振興対策事業補助金に１００万円の計２３０万円を計上しております。 

　　続きまして、議案第３０号　令和７年度京丹波町三ノ宮財産区特別会計予算につきまして、

歳入歳出予算の総額はそれぞれ２０２万７，０００円と定めるものでございます。 

　　歳入の主なものでございます。 

　　事項別明細書５ページ及び６ページをご覧ください。 

　　１款、財産収入、１項、財産運用収入、１目、財産貸付収入、１節、土地貸付収入は、管

内８区への貸付料として４３万１，０００円を計上しております。 

　　２款、繰入金は、歳入歳出の均衡を図るため、財政管理調整基金繰入金に１００万円を計

上しております。 

　　次に、歳出の主なものでございます。 

　　事項別明細書７ページ、８ページをご覧ください。 
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　　１款、総務費、１項、総務管理費、一目、一般管理費は、財産区管理会委員報酬６４万８，

０００円など必要な事務経費について１０５万３，０００円を計上しています。 

　　２目、財産管理費は、財産管理に必要な経費として２２万４，０００円を計上しておりま

す。 

　　３目、諸費は、三ノ宮地域振興会補助金に５０万円、地区遺族会補助金に１０万円、地区

福寿会補助金に１０万円の計７０万円を計上しております。 

　　最後に、議案第３１号　令和７年度京丹波町質美財産区特別会計予算につきまして、歳入

歳出予算の総額はそれぞれ３２０万円と定めるものです。 

　　歳入の主なものでございます。 

　　事項別明細書５ページ及び６ページをご覧ください。 

　　１款、財産収入、１項、財産運用収入、１目、財産貸付収入、１節、土地貸付収入は、管

内７区への貸付料として１１３万１，０００円、法人への貸付料として１００万円を計上し

ております。 

　　２款、繰越金は、前年度繰越金に９１万７，０００円を計上しております。 

　　次に、歳出の主なものでございます。 

　　事項別明細書７ページ、８ページをご覧ください。 

　　１款、総務費、１項、総務管理費、１目、一般管理費は、財産区管理会委員報酬に７７万

４，０００円など必要な事務経費について１５２万円を計上しております。 

　　２目、財産管理費は、直営林の適正な管理を行う直営林保育作業委託料に８０万円や林道

維持管理事業等補助金に２５万円など、必要な経費について１１４万５，０００円を計上し

ております。 

　　３目、諸費は、質美地域振興会補助金に３０万円など計５０万円を計上しております。 

　　以上、桧山、梅田、三ノ宮及び質美の各財産区特別会計の補足説明とさせていただきます。

ご審議賜り、ご賛同いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（梅原好範君）　中野医療政策課長。 

○医療政策課長（中野竜二君）　議案第３２号　令和７年度国保京丹波町病院事業会計予算に

ついて、補足説明を申し上げます。 

　　別冊の令和７年度国保京丹波町病院事業会計予算書をご覧ください。 

　　表紙をおめくりいただきまして、初めに、第２条では、それぞれの施設における年間患者

数等の業務予定量をお示ししております。 

　　次のページ、第３条の収益的収入及び支出と第４条の資本的収入及び支出につきましては、
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町長の提案理由説明のとおりでございます。 

　　次のページ、第５条では、企業債に関する内容を定めております。 

　　第７条では、議会の議決を経なければ流用することのできない経費として、職員給与費と

交際費を予算明細書に基づきそれぞれ計上しております。 

　　次のページ、第８条では、他会計からの補助金として、京丹波町国民健康保険事業特別会

計からの国保特別調整交付金について、和知診療所では１，１４３万７，０００円、和知歯

科診療所では１，６１３万８，０００円をそれぞれ計上しております。 

　　次に、予算明細書により主なものについてご説明申し上げます。 

　　１９ページ、２０ページ、収益的収入をご覧ください。 

　　１款、京丹波町病院事業収益では８億９，４９５万６，０００円を計上し、前年度より４，

３６９万５，０００円の増となっております。 

　　１項、医業収益は６億６，２５０万円を計上し、１目、入院収益では、総務省指針の平均

病床稼働率７０％を基準に、入院患者見込数１日平均３３名とし、３億４，１５３万８，０

００円を見込んでおります。病床４７床のうち、地域包括ケア病床は１８床で、回復期や慢

性期の患者様の受入れ強化を図り、地域の実情に沿った医療提供を推進するとともに、病床

稼働率の向上を目指します。 

　　２目、外来収益では、訪問事業などを合わせまして、前年度の診療単価や一般外来、発熱

外来の患者数等の実績の推移から２億３，２９３万１，０００円を見込んでおります。 

　　３目、その他医業収益は、各種健診、予防接種等の公衆衛生活動収益や救急告示分の一般

会計繰入金など８，８０３万１，０００円を見込むものでございます。 

　　２項、医業外収益は、２億３，２４５万６，０００円を計上し、３目、負担金及び交付金

では、前年度より２，５６９万１，０００円増の２億１，９０１万８，０００円を見込んで

おります。人件費や委託料、減価償却費の増加などが主な要因でございます。 

　　次に、２款、和知診療所事業収益では１億２，７５２万５，０００円を計上し、前年度よ

り８８５万１，０００円の減となっております。 

　　１項、医業収益は、前年度の診療単価や外来患者数等の実績の推移から５，１８０万７，

０００円を見込み、前年比７３９万８，０００円の減となっております。 

　　２１ページ、２２ページをご覧ください。 

　　２項、医業外収益は、７，５７１万８，０００円を計上し、１目、他会計補助金、国保特

別調整交付金では、前年度と同額の８９６万２，０００円を見込んでおります。 

　　２目、負担金及び交付金は、前年度より１５０万円減の６，２２２万９，０００円を見込
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んでおります。 

　　次に、３款、和知歯科診療所事業収益では８，２１８万９，０００円を計上し、前年度よ

り３８６万７，０００円の増となっております。 

　　１項、医業収益は、前年度の診療単価や外来患者数の実績の推移から５，２７４万６，０

００円を見込み、前年比１００万５，０００円の減となっております。 

　　２項、医業外収益は、２，９４４万３，０００円を計上し、１目、他会計補助金では、国

保特別調整交付金９２０万８，０００円を見込み、前年度より２５万３，０００円の増とな

っております。 

　　２目、負担金及び交付金の一般会計繰入金は、前年度より４５０万円増の１，６５０万円

を見込んでおります。人件費の増加が主な要因でございます。 

　　次に、２３ページから２６ページ、収益的支出をご覧ください。 

　　１款、京丹波町病院事業費用は、事業収益と同じく８億９，４９５万６，０００円を計上

し、そのうち、１項、医業費用は８億７，４０８万４，０００円を見込んでおります。 

　　１目、給与費では、正規職員４５名、会計年度任用職員フルタイム２名、パートタイム３

９名の合計８６名分、５億７，５４７万９，０００円を計上し、前年度より２，３２９万１，

０００円の増となっております。昇給や人事院勧告による給与改定などが大きな要因でござ

います。 

　　２目、材料費は、５，８０５万６，０００円を計上し、前年度より３５万３，０００円の

増。 

　　３目、経費は、１億６，９３０万２，０００円を見込み、前年度より８４３万４，０００

円の増となっております。給食、院内清掃、医事業務の委託料の増加が主な要因でございま

す。 

　　２５ページに移りまして、４目、減価償却費は７，０４８万７，０００円を見込み、前年

度より１，５２８万９，０００円の増となっています。令和６年度整備の電子カルテの更新

によるものでございます。 

　　そのほか、２項、医業外費用は２，０３７万２，０００円、予備費は５０万円を計上して

おります。 

　　続きまして、２７ページから３０ページをご覧ください。 

　　２款、和知診療所事業費用は、事業収益と同じく１億２，７５２万５，０００円を計上し、

そのうち、１項、医業費用は１億２，６２０万４，０００円を見込んでおります。 

　　１目、給与費では、正規職員６名、会計年度任用職員パートタイム８名、合計１４名分、
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８，１７３万１，０００円を計上し、前年度より１，１１５万円の減を見込んでおります。 

　　２目、材料費は、７３５万５，０００円を見込み、前年度より１２万円の減。 

　　３目、経費は、２，９２３万６，０００円を見込み、前年度より１９９万３，０００円の

増となっております。清掃業務、医事業務の委託料の増加が主な要因でございます。 

　　そのほか、２９ページの２項、医業外費用は１２２万１，０００円、予備費は１０万円を

計上しております。 

　　続きまして、３１ページから３４ページをご覧ください。 

　　３款、和知歯科診療所事業費用は、事業収益と同じく８，２１８万９，０００円を計上し、

そのうち、１項、医業費用は８，１４６万６，０００円を見込んでおります。 

　　１目、給与費では、正規職員５名、会計年度任用職員パートタイム４名の計９名分、６，

０２８万９，０００円を計上し、前年度より４５２万９，０００円の増を見込んでおります。

昇給や人事院勧告による給与改定等が大きな要因でございます。 

　　２目、材料費、３目、経費等につきましては、前年度の実績等に基づき予算を見込んでい

るほか、３３ページの２款、医業外費用は６２万３，０００円、予備費は１０万円を計上し

ております。 

　　次に、３５ページ、３６ページの資本的収入をご覧ください。 

　　１款、京丹波町病院資本的収入は、２億５１３万円を計上し、前年度より５，３８１万５，

０００円の増となっております。 

　　１項、企業債は、１億６，５００万円を計上しております。空調設備更新費用の財源を借

り入れることとしておりまして、過疎債と病院事業債それぞれ８，２５０万円を予定してお

ります。 

　　２項、他会計出資金では、企業債元金償還金の財源とする一般会計からの繰入金３，６７

２万円を計上しております。 

　　３項、補助金では、電子カルテシステムの機能追加に係る財源として３４１万円を計上し

ております。 

　　２款、和知診療所資本的収入は、４５６万２，０００円を計上し、前年度より３５１万７，

０００円の増となっております。 

　　１項、他会計出資金では、企業債元金償還金の財源とする一般会計からの繰入金２０８万

７，０００円を計上しております。 

　　２項、補助金では、情報ネットワークの構築を行う財源として、国保特別調整交付金２４

７万５，０００円を計上しています。 
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　　３款、和知歯科診療所資本的収入は、６９３万円を計上し、前年度より４０７万円の増と

なっております。 

　　１項、補助金では、電子カルテシステムとパノラマレントゲン撮影装置を更新する財源と

して、国保特別調整交付金６９３万円を計上しています。 

　　次に、３７ページ、３８ページ、資本的支出でございます。 

　　１款、京丹波町病院資本的支出は、前年度より４，５９２万２，０００円増の２億４，９

４５万９，０００円を計上しております。 

　　１項、企業債償還金では、企業債の元金償還金として５，５９７万９，０００円を計上し

ています。 

　　２項、建設改良費は１億９，２４８万円を計上し、主なものは空調設備の更新等に１億６，

５００万円、電子カルテシステムの機能追加に６８２万円、分包機の更新に４６２万円、ナ

ースコールの更新に７０６万７，０００円などとなってございます。 

　　２款、和知診療所資本的支出は、前年度より３９３万９，０００円増の８８３万４，００

０円を計上しております。 

　　１項、企業債償還金では、企業債の元金償還金として２７８万４，０００円を計上してい

ます。 

　　２項、建設改良費には５９５万円を計上し、そのうち情報ネットワークの構築に４９５万

円を見込んでいます。 

　　３款、和知歯科診療所資本的支出は、前年度より４１３万４，０００円増の１，１５９万

２，０００円を計上しております。 

　　１項、建設改良費では、電子カルテシステムの更新に６３２万５，０００円、パノラマレ

ントゲン撮影装置の更新に４１６万７，０００円などを見込んでおります。 

　　以上、国保京丹波町病院事業会計の補足説明とさせていただきます。ご審議賜りますよう

よろしくお願い申し上げます。 

○議長（梅原好範君）　村田上下水道課長。 

○上下水道課長（村田弘之君）　それでは、議案第３３号　令和７年度京丹波町水道事業会計

予算について、補足説明を申し上げます。 

　　別冊の令和７年度京丹波町水道事業会計予算書をご覧ください。 

　　表紙をめくっていただきまして、まず初めに、第２条の業務の予定量でございますが、給

水戸数につきましては６，７２６件、年間総配水量は２７７万２，０８４立方メートル、１

日平均配水量は７，５９５立方メートルを見込んでおります。 



－８０－

　　次に、第３条の収益的収入及び支出と、次のページの第４条の資本的収入及び支出の予定

額につきましては、町長の提案理由説明のとおりでございます。 

　　次に、第５条は、新たに発行する水道事業債の限度額を３億３，３１０万円とすること。 

　　第６条は、一時借入金の限度額を１億円とすること。 

　　第７条は、予定支出の各項の経費の金額の流用。 

　　第８条は、議会の議決を経なければ流用することのできない経費。 

　　第９条は、他会計からの補助金として一般会計からの繰入金の額をそれぞれ定めており、

そして、第１０条は、棚卸資産の購入限度額を定めたところでございます。 

　　次に、第３条予算、収益的収入及び支出、いわゆる収益勘定、また、４条予算、資本的収

入及び支出、いわゆる資本勘定につきまして、予算明細書により主なものについてご説明さ

せていただきます。 

　　まず、収益勘定の収益的支出の説明から行います。 

　　１８ページ、１９ページをご覧ください。 

　　収益的支出の主な内容でございますが、１款、水道事業費用、１項、営業費用、１目、原

水及び浄水費では、取水浄水施設の維持管理業務に係る委託料のほか、施設の補修工事、維

持管理に係る経常経費など、合計２億３１万２，０００円を見込んでおります。 

　　次に、２目、配水及び給水費でございます。漏水に係る補修資材や交換用のメーターの費

用として材料費に１，０５１万６，０００円を計上し、委託料では漏水調査業務に関しまし

て、通常の音聴調査に加え、令和６年度に実施いたしました人工衛星を用いた漏水調査に係

る現地での詳細調査を令和６年度、令和７年度の２か年で実施しており、その経費を含め７

０８万円、水道メーターの検針業務に１，２２０万円、また、水管橋の点検業務に８８０万

円とＡＩによる管路劣化診断業務に８５８万円を計上しております。工事請負費では、８年

を経過する水道メーターの交換と漏水対応等維持補修に６，２１３万円などを見込み、２目、

配水及び給水費合計で１億１，５１８万９，０００円を見込んでおります。 

　　次に、４目、総係費でございますが、職員４名及び会計年度任用職員２名の人件費のほか、

事務に必要な経常経費などでございます。光熱水費では、本年度の実績を参考に１年間の電

気料金として８，０００万円を見込んでおります。 

　　次に、２０ページ、２１ページに移りまして、委託料では、水道メーター検針に使用する

ハンディターミナル機器及びプログラムの改編作業の委託、また、高圧受電設備の保守点検

や公営企業会計システムの保守点検等委託料合計で１，９０１万８，０００円を計上してお

ります。 



－８１－

　　また、負担金では、畑川ダム管理等負担金として１，３５０万６，０００円を計上してお

ります。畑川ダムに係る経費につきましては、協定書に基づき、京都府と本町で負担するこ

とになっており、本町は１８．５％の負担割合となっているもので、当該経費につきまして

は、そのうち維持管理分ということになってございます。 

　　５目、減価償却費は、有形固定資産分として４億３，４１６万３，０００円を計上し、無

形固定資産分として２，４７５万７，０００円を見込んでおります。この無形固定資産分に

つきましては、畑川ダムの施設利用権が対象となっております。 

　　次に、２項、営業外費用では１億４３４万円を計上し、そのうち９，４８４万円は企業債

の利息となっております。 

　　次に、１６ページ、１７ページにお戻りください。 

　　収益的収入の主な内容でございます。 

　　１款、水道事業収益、１項、営業収益では、水道料金や閉・開栓手数料などの収入で５億

３，８０３万円を見込み、２項、営業外収益では、一般会計からの繰入金など５億３，６５

０万２，０００円を見込んでおり、収益的収入総額で１０億７，４５３万２，０００円を計

上しております。 

　　次に、資本勘定についてでございます。 

　　資本勘定につきましても、先に支出のほうから説明をさせていただきますので、２４ペー

ジ、２５ページをご覧ください。 

　　１款、資本的支出、１項、建設改良費、１目、施設整備費では、建設改良に係る職員４名

の人件費を計上しているほか、委託料では、実勢みのりが丘地内の管路更新に係る管網解析

及び測量設計業務、丹波西部配水池系統管路の用地測量及び登記業務、本庄地内の管路布設

に係る測量等業務、和知北部広瀬浄水場への自家発電装置設置に係る設計業務等の経費とし

て２，５３５万円を計上しております。 

　　工事請負費では、中央監視システムの更新工事を含む生活基盤施設耐震化に係る管路更新

工事など、合わせて１億７，６４５万２，０００円を見込んでおります。 

　　次に、２目の施設改良費でございますが、府道や町道の改良工事に伴う水道管移設工事や、

施設設備の更新工事に係る経費として１億５，６９２万３，０００円を見込んでおります。 

　　次に、３目、固定資産取得費では、丹波西部配水池系統管理更新に伴うもの及び橋爪地内

の既存管路埋設箇所における土地整理に伴う用地取得として１００万円、畑川ダムメンテナ

ンス事業負担金として２，４４２万円を計上しております。こちらの畑川ダム負担金も、京

都府が実施する設備整備費に対する本町の協定負担割合１８．５％の額となっております。 



－８２－

　　令和７年度の整備内容としましては、テレメーター放流設備の改良工事と流入予測装置の

改良に係る設計業務を実施する計画と聞いております。 

　　次に、２項、企業債償還金では、企業債の元金償還金として５億８，１８３万９，０００

円を計上しております。 

　　次に、２２ページ、２３ページに戻っていただきまして、資本的収入をご覧ください。 

　　１款、資本的収入、１項、企業債に３億３，３１０万円を計上しております。中央監視シ

ステムの更新や老朽管路の更新の財源とするものでございます。 

　　３項、補助金に１億３，５９６万１，０００円を計上しております。そのうち、１目、府

補助金１，９８０万円は、中央監視システムの更新工事を含む生活基盤施設耐震化に関する

管路更新工事などに関する補助金となっております。 

　　２目、他会計補助金は、畑川ダムメンテナンス事業負担金対策補助金２，３１０万円を含

め、一般会計から１億１，６１６万１，０００円の繰入金を見込んでおります。 

　　４項、負担金１，８１６万５，０００円及び５項、出資金１億８，５１２万円は、いずれ

も一般会計からの繰入金でございます。 

　　６項、基金取崩収入は、資本勘定の人件費や維持補修工事等の財源として９，２３８万７，

０００円。 

　　７項、その他資本的収入は、府道の道路改良に伴う水道管移設工事の補償費の見込みとし

て１，１６２万円を計上しております。 

　　以上が、水道事業会計でございます。 

　　続きまして、議案第３４号　令和７年度京丹波町下水道事業会計予算について、補足説明

を申し上げます。 

　　こちらも、別冊の令和７年度京丹波町下水道事業会計予算書をご覧ください。 

　　表紙をめくっていただきまして、まず初めに、第２条の業務の予定量でございますが、排

水件数につきましては４，９２２件、年間有収水量は１００万４，９６９立方メートル、１

日平均排水量は２，７５３立方メートルを見込んでおります。 

　　次に、第３条の収益的収入及び支出と、次のページにかけて記載のある第４条の資本的収

入及び支出の予定額につきましては、町長からありました提案理由説明のとおりでございま

す。 

　　次に、第５条では、新たに発行する下水道事業債の限度額を１億２，４９０万円とし、資

本費平準化債の限度額を２億２，９３０万円とすること。 

　　第６条は、一時借入金の限度額を１億円とすること。 



－８３－

　　第７条は、予定支出の各項の経費の金額の流用について。 

　　第８条は、議会の議決を経なければ流用することのできない経費。 

　　第９条は、他会計からの補助金として一般会計からの繰入金の額２億８，７０４万４，０

００円をそれぞれ定めております。 

　　次に、３条予算、収益勘定、また、４条予算、資本勘定の主なものについて、予算明細書

よりご説明申し上げます。 

　　まず、収益勘定ですが、こちらも先に支出のほうから説明させていただきます。 

　　１８ページ、１９ページをご覧ください。 

　　収益的支出の主な内容ですが、１款、下水道事業費用、１項、営業費用、１目、管渠費で

は、下水道台帳電子化業務に係る委託料のほか、施設修繕費や下水道管路の路面復旧費とし

て総額３，１３２万８，０００円を見込んでおります。 

　　次に、２目、ポンプ場費ですが、委託料でマンホールポンプの維持管理委託費に９３６万

１，０００円、修繕費に９０６万８，０００円を計上するなど、ポンプ場費総額で１，８６

２万９，０００円を見込んでおります。 

　　次に、３目、処理場費では、各浄化センターや下水処理場の管理に関する経費を計上して

おり、光熱水費では令和６年度の電気料金、水道料金の実績を参考に５，６５３万３，００

０円を見込んでおります。 

　　また、下水道処理施設の維持管理については、施設管理を受託する船井郡衛生管理組合と

の調整により、令和７年度からは負担金として支出することとしております。施設維持管理

に係る保守点検業務、汚泥脱水業務、汚泥の引抜業務など、船井郡衛生管理組合負担金とし

て１億２，２３８万７，０００円を計上しております。その他処理場及び浄化センターに係

る経常的な経費として、処理場費総額で１億９，５０１万３，０００円を見込んでおります。 

　　次に、４目、浄化槽費では、各戸に設置されている合併浄化槽の管理費用を計上しており、

こちらも先ほどの処理場費同様、令和７年度からは負担金として支出することとしておりま

す。清掃業務、保守点検業務総額で１億１，４４６万７，０００円を見込んでおります。 

　　５目、総係費では、職員１名及び会計年度任用職員３名の人件費のほか、事務に必要な経

常経費などを計上しております。 

　　６目、減価償却費は、有形固定資産分５億１，３５３万９，０００円を見込んでおります。 

　　次に、２項、営業外費用全体で４，３４８万２，０００円を計上し、そのうち４，３０５

万８，０００円は企業債の利息となっております。 

　　続いて、収益的収入について説明いたします。 



－８４－

　　１６ページ、１７ページにお戻りください。 

　　収益的収入の主な内容でございますが、１款、下水道事業収益、１項、営業収益では、下

水道使用料収益で２億５，２４５万７，０００円、２項、営業外収益では、２目、一般会計

からの補助金２億８，６８０万４，０００円、３目、長期前受金戻入３億８２４万４，００

０円などで５億９，５０５万４，０００円を見込んでおります。 

　　次に、資本勘定についての説明になりますが、こちらも支出からご説明いたしますので、

２４ページ、２５ページをご覧ください。 

　　１款、資本的支出、１項、建設改良費、１目、建設改良費では、建設改良に係る職員２名

の人件費のほか、委託料では、特定環境保全公共下水道の移設、占用申請等に係る測量設計

業務委託、また、固定資産整理支援業務、公営企業会計等に係る指導助言業務に合計で１，

７３７万２，０００円を計上しております。 

　　工事請負費で、管路設置工事として特定環境保全公共下水道水戸処理区の管路布設に４，

２００万円を、施設改良工事として２２か所のマンホールポンプの取替え工事、下山及び瑞

穂浄化センター高圧受電設備の更新工事、須知・本庄・升谷各処理場の処理場シーケンサー

更新工事など、合計しまして７，６３５万４，０００円、また、令和６年度に引き続きまし

て、デザインマンホールの設置工事としまして５か所分、３３０万円、合計で１億２，１６

５万４，０００円を計上しております。 

　　次に、２項、企業債償還金では、企業債の元金償還金として４億２，８６９万円を計上し

ております。 

　　次に、２２ページ、２３ページに戻っていただきまして、資本的収入をご覧ください。 

　　１款、資本的収入、１項、企業債は３億５，４２０万円を計上しており、下水道敷設工事

や老朽施設改良の財源として１億２，４９０万円、資本費平準化債として２億２，９３０万

円の借入れを予定しております。 

　　３項、補助金は６８万２，０００円を計上、京都府からの農業集落排水事業推進交付金と

して下水道事業基金積立金の財源といたします。 

　　４項、負担金２４万円及び５項、出資金９，５５２万７，０００円は、いずれも一般会計

からの繰入金でございます。 

　　６項、基金取崩収入として１８９万９，０００円、不足する財源を補うものとして取崩し

をいたします。 

　　以上、簡単ではございますが、議案第３３号並びに議案第３４号の補足説明とさせていた

だきます。ご審議賜りますようよろしくお願いいたします。 



－８５－

○議長（梅原好範君）　お諮りします。 

　　議案第１９号　令和７年度京丹波町一般会計予算から、議案第３４号　令和７年度京丹波

町下水道事業会計予算までの審査については、１２人の委員で構成する予算特別委員会を設

置し、これに付託して審査することにしたいと思います。 

　　これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（梅原好範君）　異議なしと認めます。 

　　よって、議案第１９号から議案第３４号は、１２人の委員で構成する予算特別委員会を設

置し、これに付託して審査することに決定いたしました。 

　　暫時休憩します。 

休憩　午後　３時１２分 

再開　午後　３時１３分 

○議長（梅原好範君）　再開します。 

　　お諮りします。 

　　ただいま、設置されました予算特別委員会の委員の選任については、委員会条例第８条第

４項の規定により、お手元に配付の予算特別委員会委員選任名簿のとおり指名したいと思い

ます。 

　　これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（梅原好範君）　異議なしと認めます。 

　　よって、予算特別委員会の委員は、お手元に配付の予算特別委員会委員選任名簿のとおり

選任することに決しました。 

　　予算特別委員会をこの場において開催し、正副委員長の選任をお願いします。 

　　暫時休憩します。 

休憩　午後　３時１４分 

再開　午後　３時１４分 

○議長（梅原好範君）　再開します。 

　　予算特別委員会において、正副委員長が決定いたしましたので報告します。 

　　委員長に東まさ子君、副委員長に畠中清司君、以上のとおりであります。よろしくお願い

いたします。 

　　以上で、本日の議事日程は全て終了いたしました。 



－８６－

　　よって、本日はこれをもって散会いたします。 

　　次の本会議は６日に再開いたしますので、定刻までにご参集ください。 

　　この後、議会広報広聴特別委員会が開催されますので、委員の皆さんには、お疲れのとこ

ろ大変お世話になりますが、よろしくお願いいたします。 

　　本日は、大変お疲れさまでした。 

散会　午後　３時１５分 



－８７－

地方自治法第１２３条第２項の規定により、署名する。 

 

　　京丹波町議会　議　　長　　梅　原　好　範 

 

　　　　　〃　　　署名議員　　松　村　英　樹 

 

　　　　　〃　　　署名議員　　森　田　幸　子 


